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一 般 会 計 等

 



平成２４年８月２０日

常総市長　高杉　　徹　殿

                                      常総市監査委員　北　村　栄　子

                                      常総市監査委員　風　野　芳　之

 平成２３年度常総市一般会計等の決算審査意見について

　地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定に基づき，審査に付

された平成２３年度常総市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算並びに平成２３

年度各基金の運用状況について審査したので，次のとおり意見書を提出する。



平成２３年度常総市各会計歳入歳出決算及び基金の運用状況審査意見

第１　審査の対象

　　（１）平成２３年度常総市歳入歳出決算書

　　　　　　一 般 会 計

　　　　　　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

　　　　　　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 　

　　　　　　介 護 保 険 特 別 会 計

　　　　　　介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

　　　　　　大生郷特定公共下水道事業特別会計

　　　　　　農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

　　　　　　

　　（２）政令で定める書類

　　　　　　各会計歳入歳出決算事項別明細書

　　　　　　実質収支に関する調書

　　　　　　財産に関する調書

　　（３）基金の運用状況調書

　　　　　　用品調達基金

　　　　　　土地開発基金

　　　　　　収入証紙等購入基金

　　　　　　文化・スポーツ振興基金

　　　　　　奨学資金貸与基金

第２　審査の期間

　　　平成２４年７月２日から平成２４年８月１７日まで

第３　審査の方法

審査に当たっては，各会計歳入歳出決算書，その他政令で定める書類及び基金の運用状況調書

等について関係諸帳簿と照合し，決算計数の正確性を精査するとともに，関係職員から説明を求

めた。

また，既に実施した定期監査及び例月出納検査の結果を参考にし，決算計数の正確性，予算執

行状況の適否等について審査を行った。 

基金の運用状況については，その計数が正確であるか，また，基金が適正に運用されているか

を主眼として実施した。

　　　

第４　審査の結果

　　　平成２３年度常総市各会計歳入歳出決算書，及びその他政令で定める書類等と歳入・歳出伝票

及び証書類等を照合した結果，計数はいずれも正確であると認められた。また，基金運用状況調

書についても，計数が正確であると認められた。
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第５　審査の概要及び意見

１　各会計の総括

各会計の決算額については，次表のとおりである。

　平成２３年度常総市各会計決算を総括すると，歳入決算額は４１,０１２,８７４,６４９円（一

般会計２５,９４２,７５９,５７７円，特別会計１５,０７０,１１５,０７２円），歳出決算額は３

８,８０１,５５８,７４９円（一般会計２４,３３１,８５４,２６９円，特別会計１４,４６９,７０

４,４８０円）で，歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額は２,２１１,３１５,９００円（一般

会計１,６１０,９０５,３０８円，特別会計６００,４１０,５９２円）である。
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（単位　円）

区　　　分 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

　一　般　会　計 25,942,759,577 24,331,854,269 1,610,905,308

国民健康保険 8,231,112,574 7,717,680,656 513,431,918

後期高齢者医療 999,653,670 994,157,953 5,495,717

介護保険 3,952,668,613 3,905,681,626 46,986,987

介護サービス事業 9,817,778 4,601,774 5,216,004

公共下水道事業 1,287,504,508 1,268,596,323 18,908,185

321,684,380 317,912,975 3,771,405

農業集落排水事業 267,673,549 261,073,173 6,600,376

小　計 15,070,115,072 14,469,704,480 600,410,592

合　　計 41,012,874,649 38,801,558,749 2,211,315,900

特
　
別
　
会
　
計

大生郷特定
公共下水道事業



　各会計の歳入・歳出の執行については，次表のとおりである。

 

　歳入については，不納欠損額が，一般会計１４３,５８４,５９７円，特別会計９１,７０４,３

４３円で，合計２３５,２８８,９４０円である。収入未済額は，一般会計８７６,８２３,１２３円，

特別会計１,３４６,５１８,２５５円で，合計２,２２３,３４１,３７８円である。

収入率は，一般会計が予算に対し９８.０％，調定に対し９６.２％，特別会計が予算に対し１０ 

１.４％，調定に対し９１.３％である。

　歳出については，一般会計９１.９％，特別会計９７.３％の執行率である。

　翌年度繰越額は，一般会計１,６６０,８５２,０００円，特別会計１７２,０５０,０００円で， 

合計１,８３２,９０２,０００円である。
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【会計別歳入歳出決算状況】

【歳　入】
（単位　円）

項　目
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

収入率（％）

会　計 対予算 対調定

　一般会計 26,471,539,000 26,963,167,297 25,942,759,577 143,584,597 876,823,123 98.0 96.2

国民健康保険 7,854,862,000 9,440,129,562 8,231,112,574 87,914,889 1,121,102,099 104.8 87.2

後期高齢者医療 1,012,703,000 1,006,218,783 999,653,670 642,070 5,923,043 98.7 99.3

介護保険 3,954,502,000 3,976,110,704 3,952,668,613 3,056,300 20,385,791 100.0 99.4

介護サービス 7,984,000 9,817,778 9,817,778 0 0 123.0 100.0

公共下水道 1,449,954,000 1,482,679,443 1,287,504,508 91,084 195,083,851 88.8 86.8

324,798,000 321,684,380 321,684,380 0 0 99.0 100.0

農業集落排水 263,660,000 271,697,020 267,673,549 0 4,023,471 101.5 98.5

小　計 14,868,463,000 16,508,337,670 15,070,115,072 91,704,343 1,346,518,255 101.4 91.3

合　　計 41,340,002,000 43,471,504,967 41,012,874,649 235,288,940 2,223,341,378 99.2 94.3

【歳　出】
（単位　円）

項　目
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率（％） 収入済額－支出済額

会　計

　一般会計 26,471,539,000 24,331,854,269 1,660,852,000 478,832,731 91.9 1,610,905,308

国民健康保険 7,854,862,000 7,717,680,656 0 137,181,344 98.3 513,431,918

後期高齢者医療 1,012,703,000 994,157,953 0 18,545,047 98.2 5,495,717

介護保険 3,954,502,000 3,905,681,626 0 48,820,374 98.8 46,986,987

介護サービス 7,984,000 4,601,774 0 3,382,226 57.6 5,216,004

公共下水道 1,449,954,000 1,268,596,323 172,050,000 9,307,677 87.5 18,908,185

324,798,000 317,912,975 0 6,885,025 97.9 3,771,405

農業集落排水 263,660,000 261,073,173 0 2,586,827 99.0 6,600,376

小　計 14,868,463,000 14,469,704,480 172,050,000 226,708,520 97.3 600,410,592

合　　計 41,340,002,000 38,801,558,749 1,832,902,000 705,541,251 93.9 2,211,315,900

特
　
別
　
会
　
計 大生郷特定

公共下水道

特
　
別
　
会
　
計 大生郷特定

公共下水道



　２　一  般  会  計

　　　

　平成２３年度一般会計歳入歳出予算については，当初予算に歳入歳出それぞれ２２,１６０,０００,

０００円 を計上し，補正予算において２,１５３,５８４,０００円を増額し，議決予算額は２４,３１

３,５８４,０００円となった。これに継続費及び繰越事業費繰越財源充当額２,１５７,９５５,０００円

を加えた歳入歳出予算現額は，それぞれ２６,４７１,５３９,０００円であり，前年度と比較すると３

３,５３４,０００円（０.１％）の増となっている。

　歳入決算額は２５,９４２,７５９,５７７円で，予算現額に対する収入率は９８.０％となり，調定額

２６,９６３,１６７,２９７円に対する収入率は９６.２％であり，歳入決算額を前年度と比較すると

１,２６９,８９８,９１４円（５.１％）の増となっている。

　歳出決算額は２４,３３１,８５４,２６９円で，予算現額に対する執行率は９１.９％であり，翌年度

へ１,６６０,８５２,０００円の事業繰り越しをし，不用額は４７８,８３２,７３１円であり，歳出決

算額を前年度と比較すると７２３,８７４,８７６円（３.１％）の増となっている。

　歳入歳出差引額は１,６１０,９０５,３０８円で，翌年度への事業繰り越しに係る財源として４２９,

８２９,０００円を２４年度へ繰り越しているため，本年度の実質収支額は１,１８１,０７６,３０８円

となっている。

　

（決算収支状況の前年度比較）

（決算規模の前年度比較）

　決算収支の対前年度比較及び決算規模の推移は前表のとおりである。

平成２２年度を１００.０とする指数については，歳入決算額が１０５.１ポイント，歳出決算額が

１０３.１ポイントとなっている。
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区　　　分
A  B  C/B

歳入歳出予算現額 ①
円 円 円 ％

26,471,539,000 26,438,005,000 33,534,000 0.1

② 25,942,759,577 24,672,860,663 1,269,898,914 5.1

③ 24,331,854,269 23,607,979,393 723,874,876 3.1

④
1,610,905,308 1,064,881,270 546,024,038 51.3

（②－③）

⑤ 429,829,000 498,724,000 △ 68,895,000 △ 13.8

⑥
1,181,076,308 566,157,270 614,919,038 108.6

（④－⑤）

平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度 差 引 増 減 増 減 率

(A-B)　　    　　C  　

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 

翌年度繰越財源  

実 質 収 支

区　　　分
歳  入  決  算  額 歳  出  決  算  額

歳入歳出差引額
　　金　　　　　額 　指　　数 　　金　　　　　額 　指　　数

２３年度
円 円 円

25,942,759,577 105.1 24,331,854,269 103.1 1,610,905,308

２２年度 24,672,860,663 100.0 23,607,979,393 100.0 1,064,881,270

差引増減 1,269,898,914 5.1 723,874,876 3.1 546,024,038



（１）　歳　入

　収入の主なものは，市税が９,６４８,８８４,６７４円で，その他１０億円以上の収入は，地方

交付税４,７９５,８１０,０００円，市債３,３５１,５７１,０００円，国庫支出金３,０９３,０３

６,２６０円，県支出金１,３５２,８８８,５７４円，繰越金１,０６４,８８１,２７０円である。不

納欠損額１４３,５８４,５９７円の主なものは，市税の１４２,９６５,９９７円である。

　なお，款別の収入済額等については，次表のとおりである。
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（単位　円）

区　　分 収入未済額

１ 市税 9,587,714,000 10,535,850,290 9,648,884,674 142,965,997 743,999,619

２ 地方譲与税 384,000,000 417,274,515 417,274,515 0 0

３ 利子割交付金 15,500,000 17,490,000 17,490,000 0 0

４ 配当割交付金 7,000,000 12,169,000 12,169,000 0 0

3,000,000 4,376,000 4,376,000 0 0

630,000,000 653,637,000 653,637,000 0 0

32,000,000 32,203,418 32,203,418 0 0

90,000,000 77,836,000 77,836,000 0 0

９ 地方特例交付金 82,277,000 91,980,000 91,980,000 0 0

１０ 地方交付税 4,006,582,000 4,795,810,000 4,795,810,000 0 0

10,000,000 9,094,000 9,094,000 0 0

316,193,000 307,516,050 289,738,750 0 17,777,300

275,567,000 245,794,358 234,622,763 618,600 10,552,995

１４ 国庫支出金 3,459,450,000 3,123,555,260 3,093,036,260 0 30,519,000

１５ 県支出金 1,689,867,000 1,352,888,574 1,352,888,574 0 0

１６ 財産収入 88,477,000 112,584,810 112,022,542 0 562,268

１７ 寄付金 28,920,000 29,223,783 29,223,783 0 0

１８ 繰入金 0 0 0 0 0

１９ 繰越金 1,064,881,000 1,064,881,270 1,064,881,270 0 0

２０ 諸収入 569,040,000 700,131,969 654,020,028 0 46,111,941

２１ 市債 4,131,071,000 3,378,871,000 3,351,571,000 0 27,300,000

合　　　計 26,471,539,000 26,963,167,297 25,942,759,577 143,584,597 876,823,123

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額

５ 株式等譲渡
   所得割交付金

６ 地方消費税
   交付金

７ ゴルフ場利用
   税交付金

８ 自動車取得
   税交付金

１１ 交通安全対
     策特別交付金

１２ 分担金及び
     負担金

１３ 使用料及び
     手数料



第１款　市税

　市税は，予算現額９,５８７,７１４,０００円に対し，１０,５３５,８５０,２９０円を調定し，

９,６４８,８８４,６７４円が収入され，不納欠損額が１４２,９６５,９９７円，収入未済額は７

４３,９９９,６１９円であり，予算現額に対する収入率は，１００.６％，調定額に対する収入率

は９１.６％となっている。

　収入済額の内訳は，現年課税分が９,４４５,２３７,２４３円，滞納繰越分が２０３,６４７,４

３１円である。各市税の収入状況については，次表のとおりである。

　市税の収入済額は９,６４８,８８４,６７４円で，前年度より４８０,３５５,１８３円（５.

２％）の増収となっている。〔現年課税分４５７,０２４,５０７円（５.１％）の増，滞納繰越分で

は２３,３３０,６７６円（１２.９％）の増〕

　市税収入の主なものは，市民税が４,１３１,５７４,６１５円，固定資産税が４,５９７,７２６,

２３７円である。

　また，調定額に対する収入率は，現年課税分が９７.７％，滞納繰越分が２３.４％で，合計では

９１.６％となっている。

　不納欠損処分状況は，別表３のとおりである。

　本年度の市税の不納欠損額は７,７１２件，１４２,９６５,９９７円で，前年度より４７,４０

０,４３５円（４９.６％）の増となっている。主なものは，固定資産税６７,９５０,３９３円，個

人市民税６３,８８５,９１６円である。また，これに伴って不納欠損処分した督促手数料は６１８,

６００円である。

　市税は，歳入全体の３７.２％を占めており，歳入の根幹をなすものである。同時に，一般会計の

不納欠損額及び収入未済額の大半を占めるのも市税である。税負担公平の見地からも滞納について

は十分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど滞納整理に創意工夫と努力を望むものである。
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区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C D B-C-D C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

9,587,714,000 10,535,850,290 9,648,884,674 142,965,997 743,999,619 100.6 91.6

２２年度 9,083,415,000 10,136,196,192 9,168,529,491 95,565,562 872,101,139 100.9 90.5

差引増減 504,299,000 399,654,098 480,355,183 47,400,435 △ 128,101,520 △ 0.3 1.1

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率

区　　　　　分 不納欠損額 収入未済額

市民税

個人
円 円 円 円 円

現年課税分 2,561,904,000 2,667,206,300 2,570,883,822 0 96,322,478
滞納繰越分 83,740,000 362,918,160 78,452,443 63,885,916 220,579,801

法人
現年課税分 1,483,104,000 1,484,001,300 1,477,874,400 0 6,126,900
滞納繰越分 1,276,000 15,663,293 4,363,950 3,511,993 7,787,350

市民税計 4,130,024,000 4,529,789,053 4,131,574,615 67,397,909 330,816,529

固定資産税

固定資産税
現年課税分 4,428,433,000 4,588,076,800 4,479,031,339 0 109,045,461
滞納繰越分 93,919,000 450,261,913 111,943,598 67,950,393 270,367,922

現年課税分 6,751,000 6,751,300 6,751,300 0 0

固定資産税計 4,529,103,000 5,045,090,013 4,597,726,237 67,950,393 379,413,383

軽自動車税
現年課税分 120,494,000 124,076,200 119,904,361 0 4,171,839
滞納繰越分 3,254,000 16,283,775 2,919,217 3,994,950 9,369,608

計 123,748,000 140,359,975 122,823,578 3,994,950 13,541,447

市町村たばこ税
現年課税分 560,244,000 551,994,433 551,994,433 0 0

計 560,244,000 551,994,433 551,994,433 0 0

都市計画税
現年課税分 240,152,000 244,611,300 238,797,588 0 5,813,712
滞納繰越分 4,443,000 24,005,516 5,968,223 3,622,745 14,414,548

計 244,595,000 268,616,816 244,765,811 3,622,745 20,228,260

合　　　　計
現年課税分 9,401,082,000 9,666,717,633 9,445,237,243 0 221,480,390
滞納繰越分 186,632,000 869,132,657 203,647,431 142,965,997 522,519,229

計 9,587,714,000 10,535,850,290 9,648,884,674 142,965,997 743,999,619

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

国 有資 産 等
所 在市 町 村
交 付金



　第２款　地方譲与税　

　地方譲与税は，予算現額３８４,０００,０００円に対し，４１７,２７４,５１５円が調定額どお

り収入されており，予算現額に対する収入率は１０８.７％であり，収入済額は，前年度より１１,０５

５,７９０円（２.６％）の減収となっている。

　収入済額の主なものは，自動車重量譲与税が３０１,２１５,０００円で，前年度より１,０５０,

０００円（０.３％）の減収，地方揮発油譲与税が１１６,０５９,０００円で前年度より１０,００

６,０００円（７.９％）の減収となっている。

　第３款　利子割交付金

　利子割交付金は，予算現額１５,５００,０００円に対し，１７,４９０,０００円が調定額どおり

収入されており，予算現額に対する収入率は１１２.８％であり，収入済額は，前年度より６,０４

９,０００円（２５.７％）の減収となっている。

　第４款　配当割交付金

　配当割交付金は，予算現額７,０００,０００円に対し，１２,１６９,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は１７３.８％であり，収入済額は，前年度より１,４９

７,０００円（１４.０％）の増収となっている。

第５款　株式等譲渡所得割交付金

　株式等譲渡所得割交付金は，予算現額３,０００,０００円に対し，４,３７６,０００円が調定額

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１４５.９％であり，収入済額は，前年度より

３１２,０００円（７.７％）の増収となっている。
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区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

15,500,000 17,490,000 17,490,000 0 112.8 100.0

２２年度 28,000,000 23,539,000 23,539,000 0 84.1 100.0

差引増減 △ 12,500,000 △ 6,049,000 △ 6,049,000 0 28.7 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

384,000,000 417,274,515 417,274,515 0 108.7 100.0

２２年度 404,000,000 428,330,305 428,330,305 0 106.0 100.0

差引増減 △ 20,000,000 △ 11,055,790 △ 11,055,790 0 2.7 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

3,000,000 4,376,000 4,376,000 0 145.9 100.0

２２年度 3,000,000 4,064,000 4,064,000 0 135.5 100.0

差引増減 0 312,000 312,000 0 10.4 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

7,000,000 12,169,000 12,169,000 0 173.8 100.0

２２年度 7,000,000 10,672,000 10,672,000 0 152.5 100.0

差引増減 0 1,497,000 1,497,000 0 21.3 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率



第６款　地方消費税交付金

　地方消費税交付金は，予算現額６３０,０００,０００円に対し，６５３,６３７,０００円が調定

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１０３.８％であり，収入済額は，前年度よ

り２２,９９８,０００円（３.４％）の減収となっている。

　第７款　ゴルフ場利用税交付金

　ゴルフ場利用税交付金は，予算現額３２,０００,０００円に対し，３２,２０３,４１８円が調定

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１００.６％であり，収入済額は，前年度よ

り４,７８５,５７９円（１２.９％）の減収となっている。

　第８款　自動車取得税交付金

  自動車取得税交付金は，予算現額９０,０００,０００円に対し，７７,８３６,０００円が調定額

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は８６.５％であり，収入済額は，前年度より１

５,０３０,０００円（１６.２％）の減収となっている。

　第９款　地方特例交付金

　地方特例交付金は，予算現額８２,２７７,０００円に対し，９１,９８０,０００円が調定額どお

り収入されており，予算現額に対する収入率は１１１.８％であり，収入済額は，前年度より２４,

０８７,０００円（２０.８％）の減収となっている。

　収入済額の内訳は，減収補てん特例交付金が６２,６６４,０００円で，前年度より４２３,００

０円（０.７％）の増収，児童手当及び子ども手当特例交付金が２９,３１６,０００円で，前年度

より２４,５１０,０００円（４５.５％）の減収となっている。
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区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

82,277,000 91,980,000 91,980,000 0 111.8 100.0

２２年度 116,067,000 116,067,000 116,067,000 0 100.0 100.0

差引増減 △ 33,790,000 △ 24,087,000 △ 24,087,000 0 11.8 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

32,000,000 32,203,418 32,203,418 0 100.6 100.0

２２年度 40,000,000 36,988,997 36,988,997 0 92.5 100.0

差引増減 △ 8,000,000 △ 4,785,579 △ 4,785,579 0 8.1 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

90,000,000 77,836,000 77,836,000 0 86.5 100.0

２２年度 97,000,000 92,866,000 92,866,000 0 95.7 100.0

差引増減 △ 7,000,000 △ 15,030,000 △ 15,030,000 0 △ 9.2 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

630,000,000 653,637,000 653,637,000 0 103.8 100.0

２２年度 600,000,000 676,635,000 676,635,000 0 112.8 100.0

差引増減 30,000,000 △ 22,998,000 △ 22,998,000 0 △ 9.0 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率



　第１０款　地方交付税

　地方交付税は，予算現額４,００６,５８２,０００円に対し，４,７９５,８１０,０００円が調定

額どおり収入されており，収入済額は，前年度より６３５,５３１,０００円（１５.３％）の増収

となっている。

　収入済額の内訳は，普通交付税が３,５０１,１５４,０００円で，前年度より１６,５７６,００

０円（０.５％）の増収，特別交付税が８６７,５４３,０００円で，前年度より１９１,８４２,０

００円（２８.４％）の増収となっている。また，震災復興特別交付税が４２７,１１３,０００円で

あった。

第１１款　交通安全対策特別交付金

　交通安全対策特別交付金は，予算現額１０,０００,０００円に対し，９,０９４,０００円が調定

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は９０.９％であり，収入済額は，前年度より

３２８,０００円（３.５％）の減収となっている。

第１２款　分担金及び負担金

　分担金及び負担金は，予算現額３１６,１９３,０００円に対し，３０７,５１６,０５０円を調定

し，２８９,７３８,７５０円が収入され，収入未済額は１７,７７７,３００円であり，収入済額の

予算現額に対する収入率は９１.６％，調定額に対する収入率は９４.２％，収入済額は，前年度よ

り２４,３４７,３４９円（９.２％）の増収となっている。

　収入未済額の内訳は，民生費負担金の保育所保護者負担金（保育料）２,３９７,３００円と土木

費負担金の江連都市下水路事業費負担金の翌年度繰越分１５,３８０,０００円である。

　児童福祉費負担金（保育料）の収入未済額については，受益者負担の公平と収入確保のため，適

切な納付指導による早期収納に一層の努力を望むものである。
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区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

4,006,582,000 4,795,810,000 4,795,810,000 0 119.7 100.0

２２年度 4,160,279,000 4,160,279,000 4,160,279,000 0 100.0 100.0

差引増減 △ 153,697,000 635,531,000 635,531,000 0 19.7 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

316,193,000 307,516,050 289,738,750 0 17,777,300 91.6 94.2

２２年度 279,993,000 279,711,608 265,391,401 407,000 13,913,207 94.8 94.9

差引増減 36,200,000 27,804,442 24,347,349 △ 407,000 3,864,093 △ 3.2 △ 0.7

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

10,000,000 9,094,000 9,094,000 0 90.9 100.0

２２年度 11,000,000 9,422,000 9,422,000 0 85.7 100.0

差引増減 △ 1,000,000 △ 328,000 △ 328,000 0 5.2 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率



第１３款　使用料及び手数料

　使用料及び手数料は，予算現額２７５,５６７,０００円に対し，２４５,７９４,３５８円を調定

し，２３４,６２２,７６３円が収入され，不納欠損額が６１８,６００円，収入未済額は１０,５５

２,９９５円であり，収入済額の予算現額に対する収入率は８５.１％，調定額に対する収入率は９

５.５％，収入済額は，前年度より２８,５２９,８０７円（１０.８％）の減収となっている。

　収入済額の内訳は，使用料が１９１,６９５,２９７円で，前年度より２９,０６８,９３５円（１

３.２％）の減収，手数料が４２,９２７,４６６円で，前年度より５３９,１２８円（１.３％）の

増収となっている。

　不納欠損は，全額税務手数料の督促手数料である。

　使用料の収入未済額７,６７９,９６３円の主なものは，土木使用料の市営住宅使用料７,２８０,

８６０円である。

　手数料の収入未済額２,８７３,０３２円の主なものは，税務手数料の督促手数料２,７５９,７５

０円である。

　住宅使用料の収入未済額については，使用者負担の公平と収入確保のため，適切な納付指導によ

る早期収納に一層の努力を望むものである。

第１４款　国庫支出金

　国庫支出金は，予算現額３,４５９,４５０,０００円に対し，３,１２３,５５５,２６０円を調定

し，３,０９３,０３６,２６０円が収入され，収入未済額は３０,５１９,０００円であり，収入済

額の予算現額に対する収入率は８９.４％，調定額に対する収入率は９９.０％，収入済額は，前年

度より２３６,７４１,００８円（７.１％）の減収となっている。

　収入済額の内訳は，国庫負担金が２,０９９,６２０,８４３円で，前年度より１２６,９１６,０

２８円（６.４％）の増収，国庫補助金が９５６,７５４,６２５円で，前年度より３６３,５９２,

２６８円（２７.５％）の減収，委託金が３６,６６０,７９２円で前年度より６４,７６８円（０.

２％）の減収となっている。

第１５款　県支出金
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区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

275,567,000 245,794,358 234,622,763 618,600 10,552,995 85.1 95.5

２２年度 271,915,000 274,459,134 263,152,570 377,800 10,928,764 96.8 95.9

差引増減 3,652,000 △ 28,664,776 △ 28,529,807 240,800 △ 375,769 △ 11.7 △ 0.4

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

3,459,450,000 3,123,555,260 3,093,036,260 30,519,000 89.4 99.0

２２年度 3,708,969,000 3,351,901,268 3,329,777,268 22,124,000 89.8 99.3

差引増減 △ 249,519,000 △ 228,346,008 △ 236,741,008 8,395,000 △ 0.4 △ 0.3

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

1,689,867,000 1,352,888,574 1,352,888,574 0 80.1 100.0

２２年度 1,303,715,000 1,268,881,826 1,268,881,826 0 97.3 100.0

差引増減 386,152,000 84,006,748 84,006,748 0 △ 17.2 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率



　県支出金は，予算現額１,６８９,８６７,０００円に対し，１,３５２,８８８,５７４円が調定額

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は８０.１％であり，収入済額は，前年度より８

４,００６,７４８円（６.６％）の増収となっている。

　収入済額の内訳は，県負担金が６１２,２８４,３５２円で，前年度より９,９６９,２３７円

（１.７％）の増収，県補助金が６２７,６３０,９９９円で，前年度より１５２,３７７,３７８円

（３２.１％）の増収，委託金が１１２,９７３,２２３円で前年度より７８,３３９,８６７円（４

０.９％）の減収となっている。

第１６款　財産収入

　財産収入は，予算現額８８,４７７,０００円に対し１１２,５８４,８１０円を調定し，１１２,

０２２,５４２円が収入され，収入未済額は５６２,２６８円であり，収入済額の予算現額に対する

収入率は１２６.６％，調定額に対する収入率は９９.５％，収入済額は，前年度より５１,８８１,

５４３円（８６.３％）の増収となっている。

　収入済額の内訳は，財産運用収入が３０,９３０,６５９円で前年度より２,２４９,４９９円

（７.８％）の増収，財産売払収入が８１,０９１,８８３円で前年度より４９,６３２,０４４円

（１５７.８％）の増収となっている。

　収入未済額の主なものは，財産貸付収入の土地貸付料５６０,２６８円である。

　第１７款　寄付金

　寄付金は，予算現額２８,９２０,０００円に対し，２９,２２３,７８３円が調定額どおり収入さ

れており，収入済額の予算額に対する収入率は１０１.１％で，収入済額は，前年度より２７,８９

３,６１０円（２,０９７.０％）の増収となっている。

第１８款　繰入金

当年度の繰入金は，０円であった。
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区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

88,477,000 112,584,810 112,022,542 562,268 126.6 99.5

２２年度 54,789,000 60,423,018 60,140,999 282,019 109.8 99.5

差引増減 33,688,000 52,161,792 51,881,543 280,249 16.8 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

0 0 0 0 - -

２２年度 60,656,000 54,102,008 54,102,008 0 89.2 100.0

差引増減 △ 60,656,000 △ 54,102,008 △ 54,102,008 0 皆減 皆減

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

28,920,000 29,223,783 29,223,783 0 101.1 100.0

２２年度 1,241,000 1,330,173 1,330,173 0 107.2 100.0

差引増減 27,679,000 27,893,610 27,893,610 0 △ 6.1 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率



第１９款　繰越金

　繰越金は，予算現額１,０６４,８８１,０００円に対し，１,０６４,８８１,２７０円が調定額ど

おり収入されており，予算現額に対する収入率は１００.０％であり，収入済額は，前年度より３

４０,９３４,６００円（４７.１％）の増収である。

第２０款　諸収入

　諸収入は，予算現額５６９,０４０,０００円に対し，７００,１３１,９６９円を調定し，６５

４,０２０,０２８円が収入され，収入未済額は４６,１１１,９４１円であり，収入済額の予算現額

に対する収入率は１１４.９％，調定額に対する収入率は９３.４％，収入済額は，前年度より２２

７,２８６,０７３円（５３.３％）の増収となっている。

　収入済額の内訳は，延滞金，加算金及び過料が３７,７９７,６２８円で，前年度より１１,４９

３,５５１円(４３.７％)の増収，市預金利子が５４４,１９４円で,前年度より７,２７３円（１.

３％）の減収，貸付金元利収入が１７,３１８,３５１円で，前年度より７,３５８,６７４円（２

９.８％）の減収，受託事業収入が３１,６６６,６９５円で,前年度より２０,０８３,８４７円（１

７３.４％）の増収，雑入が５６６,６９３,１６０円で前年度より２０３,０７４,６２２円（５５.

８％）の増収となっている。

　なお，収入未済額の内訳は，学校給食費納付金４,７３３,４１７円と雑入４１,３７８,５２４円

である。

第２１款　市債

　市債は，予算現額４,１３１,０７１,０００円に対し，３,３７８,８７１,０００円を調定し，

３,３５１,５７１,０００円が収入され，収入未済額は２７,３００,０００円であり，収入済額の

予算現額に対する収入率は８１.１％，調定額に対する収入率は９９.２％，収入済額は，前年度よ

り２００,４４０,０００円（５.６％）の減収となっている。

　収入済額の主なものは，道路新設改良事業債２１４,４００,０００円，西幹線整備事業債２３

１,１００,０００円，まちづくり交付金事業債２３９,７００,０００円，石下中学校建設事業債５

２４,７００,０００円，石下中学校屋内運動場建設事業債２２６,０００,０００円，水海道西中学

校校舎建設事業債４００,９００,０００円，臨時財政対策債１,３６０,１７１,０００円である。
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区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

1,064,881,000 1,064,881,270 1,064,881,270 0 100.0 100.0

２２年度 723,946,000 723,946,670 723,946,670 0 100.0 100.0

差引増減 340,935,000 340,934,600 340,934,600 0 0.0 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分
A B C B-C C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

4,131,071,000 3,378,871,000 3,351,571,000 27,300,000 81.1 99.2

２２年度 5,085,911,000 3,571,911,000 3,552,011,000 19,900,000 69.8 99.4

差引増減 △ 954,840,000 △ 193,040,000 △ 200,440,000 7,400,000 11.3 △ 0.2

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

569,040,000 700,131,969 654,020,028 0 46,111,941 114.9 93.4

２２年度 397,109,000 469,864,382 426,733,955 0 43,130,427 107.5 90.8

差引増減 171,931,000 230,267,587 227,286,073 0 2,981,514 7.4 2.6

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ



（２）　歳　出

　歳出決算額の款別の支出済額等については，次表のとおりである。

　一般会計歳出決算は，予算現額２６,４７１,５３９,０００円に対し，支出済額は２４,３３１,

８５４,２６９円で，翌年度へ１,６６０,８５２,０００円を繰り越し，不用額は４７８,８３２,７

３１円となっており，予算現額に対する執行率は９１.９％である。支出済額は，前年度より７２

３,８７４,８７６円（３.１％）の増加となっている。

　また，翌年度繰越額は，土木費８２６,０８２,０００円，民生費３５９,５０５,０００円，教育

費２５７,１４０,０００円，総務費１０５,０３７,０００円，災害復旧費８７,２０３,０００円，

消防費２５,８８５,０００円である。

　款ごとの歳出決算状況及び対前年度比較は，次のとおりである。

第１款　議会費

　議会費は，予算現額３０７,５４７,０００円に対し，支出済額は３０５,０６２,６８１円で，不

用額は２,４８４,３１９円である。執行率は９９.２％であり，前年度より６６,０８８,２２３円

（２７.７％）の増となっている。支出済額は，総支出済額の１.３％を占めている。

　支出済額の主なものは，議員報酬１０７,３７８,８７０円である。
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区     分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

決　算　額　　Ａ 構成比 決　算　額　　Ｂ 構成比 （Ａ－Ｂ）　　Ｃ Ｃ／Ｂ

円 ％ 円 ％ 円 ％

305,062,681 1.3 238,974,458 1.0 66,088,223 27.7

3,457,155,879 14.2 3,831,345,466 16.2 △ 374,189,587 △ 9.8

7,339,486,090 30.2 7,113,135,853 30.1 226,350,237 3.2

1,761,883,464 7.2 1,915,567,879 8.1 △ 153,684,415 △ 8.0

22,932,376 0.1 24,258,622 0.1 △ 1,326,246 △ 5.5

農林水産業費 783,758,333 3.2 785,224,402 3.3 △ 1,466,069 △ 0.2

201,519,339 0.8 200,734,488 0.9 784,851 0.4

2,276,966,545 9.4 2,971,929,794 12.6 △ 694,963,249 △ 23.4

1,300,354,211 5.3 1,188,319,014 5.1 112,035,197 9.4

3,937,113,942 16.2 2,761,650,126 11.7 1,175,463,816 42.6

2,803,498,078 11.5 2,571,267,669 10.9 232,230,409 9.0

0 0.0 0 0.0 0 -

142,123,331 0.6 5,571,622 0.0 136,551,709 2,450.8

計 24,331,854,269 100.0 23,607,979,393 100.0 723,874,876 3.1

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

予 備 費

災 害 復 旧 費

区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

307,547,000 305,062,681 0 2,484,319 99.2 1.3

２２年度 242,489,000 238,974,458 0 3,514,542 98.6 1.0

差引増減 65,058,000 66,088,223 0 △ 1,030,223 0.6 0.3

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額



第２款　総務費

　総務費は，予算現額３,６１０,７８３,０００円に対し，支出済額は３,４５７,１５５,８７９円

で,翌年度へ１０５,０３７,０００円を繰り越し，不用額は４８,５９０,１２１円である。執行率は

９５.７％であり，前年度より３７４,１８９,５８７円（９.８％）の減となっている。支出額は，

総支出済額の１４.２％を占め，第３位である。

　支出済額の主なものは，基金費の財政調整基金積立金５００,４４２,０００円，企画費の下妻地

方広域事務組合負担金１４８,４２４,０００円と常総地方広域市町村圏事務組合負担金１２７,７

９３,０００円である。

　なお，翌年度繰越額の主なものは，総務管理費の庁舎建設費で調査設計委託料４４,９１０,００

０円，サーバ室建築工事費４５,０００,０００円，諸工事費１５,０００,０００円である。

第３款　民生費

　民生費は，予算現額７,７８０,０７９,０００円に対し，支出済額は７,３３９,４８６,０９０円

で，翌年度へ３５９,５０５,０００円を繰り越し，不用額は８１,０８７,９１０円である。執行率

は９４.３％であり，前年度より２２６,３５０,２３７円（３.２％）の増となっている。支出額は，

総支出済額の３０.２％を占め，第１位である。

　支出済額の主なものは，国民健康保険特別会計への繰出金９００,０００,０００円，後期高齢者

医療特別会計への繰出金６６５,５０３,０００円，介護保険特別会計への繰出金６１１,８１２,０

００円，心身障がい者福祉費の扶助費７４０,４０９,９６１円，医療福祉費の扶助費４５６,８９

１,９５０円，児童福祉総務費の扶助費２５９,９２７,１６０円，児童運営費の扶助費１,２９９,

３２１,０００円，民間保育所運営費負担金３３５,１７６,５９０円，生活保護費の扶助費６５１,

６６１,００６円である。

　なお，翌年度繰越額は，全額児童福祉費の民間保育所建設補助金である。

第４款　衛生費
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区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

1,783,325,000 1,761,883,464 0 21,441,536 98.8 7.2

２２年度 1,948,271,000 1,915,567,879 0 32,703,121 98.3 8.1

差引増減 △ 164,946,000 △ 153,684,415 0 △ 11,261,585 0.5 △ 0.9

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

区　　 分 翌年度繰越額 執行率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

3,610,783,000 3,457,155,879 105,037,000 48,590,121 95.7 14.2

２２年度 3,928,003,000 3,831,345,466 24,401,000 72,256,534 97.5 16.2

差引増減 △ 317,220,000 △ 374,189,587 80,636,000 △ 23,666,413 △ 1.8 △ 2.0

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

区　　 分 翌年度繰越額 執行率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

7,780,079,000 7,339,486,090 359,505,000 81,087,910 94.3 30.2

２２年度 7,194,976,000 7,113,135,853 35,081,000 46,759,147 98.9 30.1

差引増減 585,103,000 226,350,237 324,424,000 34,328,763 △ 4.6 0.1

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額



　衛生費は，予算現額１,７８３,３２５,０００円に対し，支出済額は１,７６１,８８３,４６４円

で，不用額は２１,４４１,５３６円である。執行率は９８.８％であり，前年度より１５３,６８４,

４１５円（８.０％）の減となっている。支出額は，総支出済額の７.２％を占めている。

　支出済額の主なものは，母子保健事業費の妊婦乳児健康診査委託料４５,２０８,５６１円， 

清掃総務費の下妻地方広域事務組合負担金３３２,８０３,０００円と常総地方広域市町村圏事務組

合負担金３２６,２２４,０００円，じんかい処理費のごみ収集委託料１８８,４０５,３３３円，し

尿処理費の常総衛生組合負担金１９９,４３３,９３９円と下妻地方広域事務組合負担金４０,４７

２,０００円，環境衛生費の水道会計補助金５０,０００,０００円である。

第５款　労働費

　労働費は，予算現額２３,９８０,０００円に対し，支出済額は２２,９３２,３７６円で，不用額

は１,０４７,６２４円である。執行率は９５.６％であり，前年度より１,３２６,２４６円（５.

５％）の減となっている。支出額は，総支出済額の０.１％を占めている。

　支出済額の主なものは，勤労青少年ホーム費の業務管理委託料５,７８６,４２４円，労働諸費の

敷地借上料７,０６４,４００円である。

第６款　農林水産業費

　農林水産業費は，予算現額８０９,５２１,０００円に対し，支出済額は７８３,７５８,３３３円

で，不用額は２５,７６２,６６７円である。執行率は９６.８％であり，前年度より１,４６６,０６

９円（０.２％）の減となっている。支出額は，総支出済額の３.２％を占めている。

　支出済額の主なものは，農業集落排水事業特別会計への繰出金１８６,８５９,０００円，農業振

興費の生産調整推進対策事業費補助金４０,９７０,４９１円，農地費の霞ヶ浦用水公団営事業県負

担金１４,０４０,７４２円，霞ヶ浦用水国営事業県負担金１７,４２０,０２４円，霞ヶ浦用水国営

事業改良区負担金２３,４９０,５１３円，県営畑地帯総合整備事業費菅生地区県負担金１５,２４

０,０００円，あすなろの里管理費の業務管理委託料５０,２７６,４１５円である。

第７款　商工費
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区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

212,604,000 201,519,339 0 11,084,661 94.8 0.8

２２年度 204,109,000 200,734,488 0 3,374,512 98.3 0.9

差引増減 8,495,000 784,851 0 7,710,149 △ 3.5 △ 0.1

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

23,980,000 22,932,376 0 1,047,624 95.6 0.1

２２年度 24,979,000 24,258,622 0 720,378 97.1 0.1

差引増減 △ 999,000 △ 1,326,246 0 327,246 △ 1.5 0.0

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

809,521,000 783,758,333 0 25,762,667 96.8 3.2

２２年度 810,087,000 785,224,402 8,245,000 16,617,598 96.9 3.3

差引増減 △ 566,000 △ 1,466,069 △ 8,245,000 9,145,069 △ 0.1 △ 0.1

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額



　商工費は，予算現額２１２,６０４,０００円に対し，支出済額は２０１,５１９,３３９円で，不

用額は１１,０８４,６６１円である。執行率は９４.８％であり，前年度より，７８４,８５１円

（０.４％）の増となっている。支出額は，総支出済額の０.８％を占めている。

　支出済額の主なものは，商工業振興費の商工会補助金１５,５００,０００円，中小企業事業融資

資金貸付預託金１０,０００,０００円，県信用保証協会保証料補給金８,２８５,０００円，常総プ

レミアム商品券補助金８,０００,０００円，観光費の観光協会補助金９,５００,０００円と花火大

会補助金１１,０００,０００円である。

第８款　土木費

　土木費は，予算現額３,１３９,６２４,０００円に対し，支出済額は２,２７６,９６６,５４５ 

円で，翌年度へ８２６,０８２,０００円を繰り越し，不用額は３６,５７５,４５５円である。執行

率は７２.５％であり，前年度より６９４,９６３,２４９円（２３.４％）の減となっている。支出

額は，総支出済額の９.４％を占めている。

　支出済額の主なものは，公共下水道事業特別会計への繰出金４３３,４７０,０００円，道路新設

改良費の改良舗装工事費２２５,７７６,６５０円，都市下水路事業費の江連都市下水路管渠工事費

１０３,８４０,０００円，まちづくり事業費の物件補償料１２５,４１１,６９９円，道路改良舗装

工事費１３４,２００,５００円，西幹線整備事業費の用地購入費１１１,６３３,９８１円である。

　なお，翌年度繰越額の内訳は，道路橋りょう費の道路維持修繕事業６９,０２６,０００円と道路

新設改良事業５６,１００,０００円と橋りょう維持事業２２,３５７,０００円とつくば下総広域農

道関連市町村道事業５,１０９,０００円，都市計画費のまちづくり事業３９３,３６４,０００円と

西幹線整備事業１９５,０３６,０００円と都市下水路事業８５,０９０,０００円である。

第９款　消防費

　消防費は，予算現額１,３３３,０１４,０００円に対し，支出済額は１,３００,３５４,２１１円

で，翌年度へ２５,８８５,０００円を繰り越し，不用額は６,７７４,７８９円である。執行率は９

７.５％であり，前年度より１１２,０３５,１９７円（９.４％）の増となっている。支出額は，総

支出済額の５.３％を占めている。

　支出済額の主なものは，常備消防費の常総地方広域市町村圏事務組合負担金７０４,１９６,００

０円と茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金３１６,１６５,０００円である。

　なお，翌年度繰越額は，全額消防費の災害対策事業である。
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区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

3,139,624,000 2,276,966,545 826,082,000 36,575,455 72.5 9.4

２２年度 3,800,110,000 2,971,929,794 610,682,000 217,498,206 78.2 12.6

差引増減 △ 660,486,000 △ 694,963,249 215,400,000 △ 180,922,751 △ 5.7 △ 3.2

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

1,333,014,000 1,300,354,211 25,885,000 6,774,789 97.5 5.3

２２年度 1,215,714,000 1,188,319,014 14,418,000 12,976,986 97.7 5.1

差引増減 117,300,000 112,035,197 11,467,000 △ 6,202,197 △ 0.2 0.2

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額



第１０款　教育費

　教育費は，予算現額４,４０７,８５７,０００円に対し，支出済額は３,９３７,１１３,９４２円

で，翌年度へ２５７,１４０,０００円を繰り越し，不用額は２１３,６０３,０５８円である。執行

率は８９.３％であり，前年度より１,１７５,４６３,８１６円（４２.６％）の増となっている。支

出額は，総支出済額の１６.２％を占め,第２位である。

　支出済額の主なものは，教育総務費の幼稚園就園奨励費補助金６２,２５８,８００円，小学校費

の耐震補強工事費６４,２０７,５００円，中学校費の仮設校舎建設工事費１３９,９６５,０００円，

石下中学校建設事業費１,１１４,２３５,１１０円，水海道西中学校建設事業費５４８,４４２,２

０５円，学校給食施設費の賄材料費１５０,６５０,００１円，調理業務委託料５２,５００,０００

円，常総・下妻学校給食組合負担金５６,７７５,０００円，玉学校給食センター費の賄材料費１０

１,２４６,９７４円である。

　なお，翌年度繰越額の内訳は，小学校費の絹西小学校建設工事設計委託料１４,０００,０００円

と耐震補強事業２１７,７００,０００円，中学校費の石下西中学校校舎建設工事等実施設計委託料

２５,４４０,０００円である。

第１１款　公債費

　公債費は，予算現額２,８０５,１２４,０００円に対し，支出済額は２,８０３,４９８,０７８円

で，不用額は１,６２５,９２２円である。執行率は９９.９％であり，前年度より２３２,２３０,４

０９円（９.０％）の増となっている。支出額は，総支出済額の１１.５％を占めている。

　支出済額の主なものは，地方債元金２,３７９,７７２,７５４円，地方債利子４２３,４０７,８

２２円である。

第１２款　予備費

　予備費は５４,３８６,０００円の充用を行い，予算現額２０,９３７,０００円である。充用の内

容は，総務費へ２８,１６１,０００円，民生費へ１４,１４３,０００円，衛生費へ１,５３２,００

０円，消防費へ８,２５０,０００，教育費へ２,３００,０００円である。
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区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

2,805,124,000 2,803,498,078 0 1,625,922 99.9 11.5

２２年度 2,572,550,000 2,571,267,669 0 1,282,331 100.0 10.9

差引増減 232,574,000 232,230,409 0 343,591 △ 0.1 0.6

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

区　　 分 翌年度繰越額 執行率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

20,937,000 0 0 20,937,000 0.0 0.0

２２年度 82,926,000 0 0 82,926,000 0.0 0.0

差引増減 △ 61,989,000 0 0 △ 61,989,000 0.0 0.0

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

区　　 分
翌年度繰越額 執行率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

4,407,857,000 3,937,113,942 257,140,000 213,603,058 89.3 16.2

２２年度 4,296,345,000 2,761,650,126 1,380,605,000 154,089,874 64.3 11.7

差引増減 111,512,000 1,175,463,816 △ 1,123,465,000 59,513,184 25.0 4.5

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額



第１３款　災害復旧費

　災害復旧費は，予算現額２３７,１４４,０００円に対し，支出済額は１４２,１２３,３３１円で，

翌年度へ８７,２０３,０００円を繰り越し，不用額は７,８１７,６６９円である。執行率は５９.

９％であり，前年度より１３６,５５１,７０９円（２,４５０.８％）の増となっている。支出額は，

総支出済額の０.６％を占めている。

　支出済額の内訳は，公共施設災害復旧費の工事請負費等である。

　なお，翌年度繰越額は，全額公共施設災害復旧費の災害復旧事業である。

　実質収支額は，歳入総額２５,９４２,７５９千円から歳出総額２４,３３１,８５４千円を差し引

いた歳入歳出差引額１,６１０,９０５千円より，翌年度へ繰り越すべき財源である繰越明許費繰越

額４２９,８２９千円を減した１,１８１,０７６千円である。
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区　　 分 翌年度繰越額 執行率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比

２３年度
円 円 円 円 ％ ％

237,144,000 142,123,331 87,203,000 7,817,669 59.9 0.6

２２年度 117,446,000 5,571,622 84,523,000 27,351,378 4.7 0.0

差引増減 119,698,000 136,551,709 2,680,000 △ 19,533,709 55.2 0.6

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額



３　特　別　会　計

（１）国民健康保険特別会計

　国民健康保険特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。

（歳　入）

（歳　出）

　国民健康保険特別会計の歳入決算額は８,２３１,１１２,５７４円，歳出決算額は７,７１７,６

８０,６５６円であり，歳入歳出差引額は５１３,４３１,９１８円である。

　ア　歳入の状況

本年度の国民健康保険特別会計の歳入状況は，別表４（１）のとおりである。　　　　　　

　歳入については，予算現額７,８５４,８６２,０００円に対し９,４４０,１２９,５６２円を調

定し，収入済額は８,２３１,１１２,５７４円で，不納欠損額が８７,９１４,８８９円，収入未

済額は１,１２１,１０２,０９９円である。予算現額に対する収入率は１０４.８％，調定額に対

する収入率は８７.２％であり，収入済額は前年度より８６８,０８２,１６３円（１１.８％）の

増である。

　収入済額の主なものは，国民健康保険税２,０４０,８４７,１５０円，国庫支出金２,１６１,

５４６,９２７円，前期高齢者交付金１,１６６,８０３,４０２円である。

収入未済額の内訳は，国民健康保険税１,１１７,１８５,２４９円と督促手数料３,９１６,８５

０円である。

　不納欠損の内訳は，国民健康保険税８７,５５０,０３９円と督促手数料３６４,８５０円であ

る。

　イ　国民健康保険税の収入状況

　国民健康保険税は，予算現額２,０１５,００１,０００円に対し３,２４５,５８２,４３８円を調

定し，収入済額は２,０４０,８４７,１５０円で，予算現額に対する収入率は１０１.３％，調定額

に対する収入率は６２.９％である。収入未済額の合計は１,１１７,１８５,２４９円で１０億円を

超えており，現年課税分，滞納繰越分ともに徴収率の向上を望むものである。

　不納欠損は地方税法の規定に基づき処理されているが，不納欠損処分に際しては，税負担の公 

平性の原則のもと綿密な実態調査をして収納に努め安易な処分をとらないよう十分留意されたい。
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区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

7,854,862,000 9,440,129,562 8,231,112,574 87,914,889 1,121,102,099 104.8 87.2

２２年度 7,269,316,000 8,627,283,085 7,363,030,411 119,284,086 1,144,968,588 101.3 85.3

差引増減 585,546,000 812,846,477 868,082,163 △ 31,369,197 △ 23,866,489 3.5 1.9

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ

区　　　　　　　　　　分 不納欠損額 収入未済額

現年課税分
円 円 円 円 円

1,705,481,000 1,969,130,226 1,735,296,606 0 233,833,620

滞納繰越分 170,808,000 1,107,400,796 161,686,937 87,014,715 858,699,144

現年課税分 134,133,000 144,608,474 139,671,141 0 4,937,333

滞納繰越分 4,579,000 24,442,942 4,192,466 535,324 19,715,152

　合　　　　　　計 2,015,001,000 3,245,582,438 2,040,847,150 87,550,039 1,117,185,249

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

　１ 一 般 被 保 険 者
　　 国民健康保険税

　２　退職被保険者等
　　 国民健康保険税

区　　 分 執行率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ

２３年度
円 円 円 円 ％

7,854,862,000 7,717,680,656 0 137,181,344 98.3

２２年度 7,269,316,000 7,151,576,156 0 117,739,844 98.4

差引増減 585,546,000 566,104,500 0 19,441,500 △ 0.1

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額



　ウ　歳出の状況

　歳出については，予算現額７,８５４,８６２,０００円に対し，支出済額は７,７１７,６８０, 

６５６円で，不用額は１３７,１８１,３４４円である。執行率は９８.３％であり，前年度より５

６６,１０４,５００円（７.９％）の増である。

　支出済額の主なものは，保険給付費５,１０２,４９２,９８８円，後期高齢者支援金等１,０

１２,４８９,８３０円，介護納付金４５８,４２９,４７２円，共同事業拠出金８７４,６６９,

２９２円である。一人あたりの療養諸費の費用額は２８０,６４７円である。

　実質収支額は，歳入総額８,２３１,１１３千円から歳出総額７,７１７,６８１千円を差し引い

た５１３,４３２千円である。

　国民健康保険特別会計は，加入者の高齢化の進行，経済不況による社会保険からの離脱による加

入者数の増加等により，保険給付費は，増加の一途をたどっている。一方，保険税収入の伸びは経

済不況等の影響から鈍化しており，本事業の財政運営は依然として厳しい状況に置かれている。平

成２０年度からは，後期高齢者医療制度の創設にともない，これまで医療分から老人保健拠出金

を出していたのに替えて，後期高齢者支援金分として区別することで，後期高齢者の医療費につ

いて国保の分担金が明確になった。今後は，保険税の収納率の向上に努めるとともに，本事業に対

する市民の意識と理解を求め，保険事業の充実並びに諸経費の節減に努めながら，国民健康保険

事業の健全化に務められるよう望むものである。

（２）後期高齢者医療特別会計

　後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算額は，次表のとおりである。

（歳　入）

（歳　出）

　後期高齢者医療特別会計の歳入決算額は９９９,６５３,６７０円，歳出決算額は９９４,１５７,

９５３円であり，歳入歳出差引額は５,４９５,７１７円である。

　ア　歳入の状況

　歳入については，予算現額１,０１２,７０３,０００円に対し１,００６,２１８,７８３円を調

定し，収入済額は９９９,６５３,６７０円で，不納欠損額が６４２,０７０円，収入未済額は５,

９２３,０４３円である。予算現額に対する収入率は９８.７％，調定額に対する収入率は９９.

３％であり，収入済額は前年度より７０,６４７,６０１円（７.６％）の増である。

　収入済額の主なものは，後期高齢者医療保険料３１４,９３９,４００円，繰入金６６５,５０

３,０００円である。

　収入未済額は，全額後期高齢者医療保険料である。

　　不納欠損は，全額後期高齢者医療保険料である。
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区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

1,012,703,000 1,006,218,783 999,653,670 642,070 5,923,043 98.7 99.3

２２年度 976,344,000 934,130,282 929,006,069 0 5,124,213 95.2 99.5

差引増減 36,359,000 72,088,501 70,647,601 642,070 798,830 3.5 △ 0.2

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ

区　　 分 執行率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ

２３年度
円 円 円 円 ％

1,012,703,000 994,157,953 0 18,545,047 98.2

２２年度 976,344,000 917,996,846 0 58,347,154 94.0

差引増減 36,359,000 76,161,107 0 △ 39,802,107 4.2

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額



　イ　歳出の状況

　歳出については，予算現額１,０１２,７０３,０００円に対し，支出済額は９９４,１５７,９

５３円で，不用額は１８,５４５,０４７円である。執行率は９８.２％であり，前年度より７６,

１６１,１０７円（８.３％）の増である。

　支出済額の主なものは，後期高齢者医療広域連合納付金９７８,２８７,４３０円である。

　実質収支額は，歳入総額９９９,６５４千円から歳出総額９９４,１５８千円を差し引いた５,４

９６千円である。

　老人医療費が増大する中，現役世代と高齢者世代の負担を明確化し，公平で分かりやすい制度

とするため，平成２０年４月から新しい医療保険制度として後期高齢者医療制度が始まり，被保

険者全ての人が保険料を納めることになっている。しかし，保険料の未納額が，今年度５百万円を

超えており，国民健康保険税，介護保険料と同じように毎年滞納額が増加することが懸念される。

保険料の収納率の向上を図るために，十分な調査を行い，口座振替の促進，臨戸徴収を行うなど，

今後の円滑な事業の運営に向け，創意工夫と努力を望むものである。

（３）介護保険特別会計

　介護保険特別会計の歳入歳出決算の対前年度比較は，次表のとおりである。

（歳　入）

（歳　出）

　介護保険特別会計の歳入決算額は３,９５２,６６８,６１３円，歳出決算額は３,９０５,６８ 

１,６２６円であり，歳入歳出差引額は４６,９８６,９８７円である。

　ア　歳入の状況

　歳入については，予算現額３,９５４,５０２,０００円に対し３,９７６,１１０,７０４円を調

定し，収入済額は３,９５２,６６８,６１３円で，不納欠損額が３,０５６,３００円，収入未済

額は２０,３８５,７９１円である。予算現額に対する収入率は１００.０％，調定額に対する収入

率は９９.４％であり，収入済額は前年度より２７１,１５１,８４３円（７.４％）の増である。

　収入済額の主なものは，介護保険料６１４,３９２,３０６円，国庫支出金８９０,９２０,１３

７円，支払基金交付金１,１１１,９０１,４５４円，繰入金６６５,５７５,２９１円である。

　　収入未済額の内訳は，介護保険料２０,０７６,０４１円と督促手数料３０９,７５０円である。

　　不納欠損の内訳は，介護保険料３,００７,０５０円と督促手数料４９,２５０円である。
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区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

3,954,502,000 3,976,110,704 3,952,668,613 3,056,300 20,385,791 100.0 99.4

２２年度 3,706,723,000 3,703,890,417 3,681,516,770 3,085,650 19,287,997 99.3 99.4

差引増減 247,779,000 272,220,287 271,151,843 △ 29,350 1,097,794 0.7 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ

区　　 分 執行率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ

２３年度
円 円 円 円 ％

3,954,502,000 3,905,681,626 0 48,820,374 98.8

２２年度 3,706,723,000 3,660,751,521 0 45,971,479 98.8

差引増減 247,779,000 244,930,105 0 2,848,895 0.0

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額



　イ　歳出の状況

　歳出については，予算現額３,９５４,５０２,０００円に対し，支出済額は３,９０５,６８１,

６２６円で，不用額は４８,８２０,３７４円である。執行率は９８.８％であり，前年度より２４

４,９３０,１０５円（６.７％）の増である。

　支出済額の主なものは，保険給付費３,６８４,０６２,１０８円である。

　実質収支額は，歳入総額３,９５２,６６９千円から歳出総額３,９０５,６８２千円を差し引い

た４６,９８７千円である。

　要介護（支援）認定者は２,２１９人で，前年度比較８５人（４.０％）の増である。

　保険料の未収金は，前年度に比較して１,０７４,３４４円（５.７％）の増となっている。

　今後は，介護予防を推進し，保険給付費増加の抑制を図られたい。また，保険料の収納率の向上

を図るために，口座振替の促進又は臨戸徴収を行うなど，今後の円滑な事業の運営に向け，なお

一層の創意工夫と努力を望むものである。

（４）介護サービス事業特別会計

　介護サービス事業特別会計の歳入歳出決算の対前年度比較は，次表のとおりである。

　（歳　入）

（歳　出）

　介護サービス事業特別会計の歳入決算額は９,８１７,７７８円，歳出決算額は４,６０１,７７４

円であり，歳入歳出差引額は５,２１６,００４円である。

　ア　歳入の状況

　歳入については，予算現額７,９８４,０００円に対し９,８１７,７７８円を調定し，収入済額

も同額である。予算現額に対する収入率は１２３.０％，調定額に対する収入率は１００％であり

　収入済額は前年度より７６,９１１円（０.８％）の増である。

　収入済額の主なものは，介護予防サービス計画費収入６,８５９,３２０円である。

　イ　歳出の状況

　歳出については，予算現額７,９８４,０００円に対し，支出済額は４,６０１,７７４円で，不

用額は３,３８２,２２６円である。執行率は５７.６％であり，前年度より２,１８０,６３５円

（３２.２％）の減である。

　支出済額の主なものは，指定介護予防支援事業費３,８４４,８００円である。

　実質収支額は，歳入総額９,８１８千円から歳出総額４,６０２千円を差し引いた５,２１６千円

である。
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区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

7,984,000 9,817,778 9,817,778 0 0 123.0 100.0

２２年度 11,047,000 9,740,867 9,740,867 0 0 88.2 100.0

差引増減 △ 3,063,000 76,911 76,911 0 0 34.8 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ

区　　 分 執行率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ

２３年度
円 円 円 円 ％

7,984,000 4,601,774 0 3,382,226 57.6

２２年度 11,047,000 6,782,409 0 4,264,591 61.4

差引増減 △ 3,063,000 △ 2,180,635 0 △ 882,365 △ 3.8

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額



（５）公共下水道事業特別会計

　公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。

 （歳　入）

  (歳　出）

　公共下水道事業特別会計の歳入決算額は１,２８７,５０４,５０８円，歳出決算額は１,２６８,

５９６,３２３円であり，歳入歳出差引額は１８,９０８,１８５円である。

　ア　歳入の状況

　歳入については，予算現額１,４４９,９５４,０００円に対し１,４８２,６７９,４４３円を

調定し，収入済額は１,２８７,５０４,５０８円で，不納欠損額が９１,０８４円，収入未済額

は１９５,０８３,８５１円である。予算現額に対する収入率は８８.８％，調定額に対する収入

率は８６.８％であり，収入済額は前年度より２３１,４１４,６４７円（１５.２％）の減であ

る。

　収入済額の主なものは，市債３９１,８００,０００円，一般会計繰入金４３３,４７０,０００

円，国庫支出金９７,８１５,２５０円，公共下水道負担金７７,２１１,２９６円と公共下水道使

用料１６６,３１４,８０６円である。

　収入未済額の主なものは，受益者負担金３２,７３６,０８０円，国庫支出金６５,７８７,００

０円と市債９４,１００,０００円である。

　　不納欠損は，全額公共下水道使用料である。

　イ　歳出の状況

　歳出については，予算現額１,４４９,９５４,０００円に対し，支出済額は１,２６８,５９６,

３２３円で，不用額は９,３０７,６７７円である。執行率は８７.５％であり，前年度より１３

７,３２８,０１１円（９.８％）の減である。

　支出済額の主なものは，公共下水道事業費７９９,４３４,５９３円である。

　翌年度繰越額１７２,０５０,０００円の内訳は，中央公共下水道事業費の繰越明許費１０２,

７３２,０００円と流域下水道事業費の繰越明許費６９,３１８,０００円である。

　実質収支額は，歳入総額１,２８７,５０５千円から歳出総額１,２６８,５９６千円を差し引

いた歳入歳出差引額１８,９０９千円から，さらに翌年度へ繰り越すべき財源である繰越明許費

繰越額６,８８９千円を減した１２,０２０千円である。

　公共下水道事業特別会計は，本市の公衆衛生の向上に寄与し，併せて公共用水域の保全に資する

ことを目的として設置するもので，事業に着手している地区の事業推進に努めるとともに，既に供

用開始をしている地区については，引き続き加入促進を図るとともに，維持管理に万全を期された

い。
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区　　 分 執行率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ

２３年度
円 円 円 円 ％

1,449,954,000 1,268,596,323 172,050,000 9,307,677 87.5

２２年度 1,822,692,000 1,405,924,334 405,520,000 11,247,666 77.1

差引増減 △ 372,738,000 △ 137,328,011 △ 233,470,000 △ 1,939,989 10.4

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

区　　分
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

1,449,954,000 1,482,679,443 1,287,504,508 91,084 195,083,851 88.8 86.8

２２年度 1,822,692,000 1,847,179,308 1,518,919,155 133,453 328,126,700 83.3 82.2

差引増減 △ 372,738,000 △ 364,499,865 △ 231,414,647 △ 42,369 △ 133,042,849 5.5 4.6

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収 入 率
B-C-Ｄ



（６）大生郷特定公共下水道事業特別会計

　大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。

　（歳　入）

（歳　出）

　大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入決算額は３２１,６８４,３８０円，歳出決算額は３

１７,９１２,９７５円であり，歳入歳出差引額は３,７７１,４０５円である。

　ア　歳入の状況

　歳入については，予算現額３２４,７９８,０００円に対し３２１,６８４,３８０円が調定額ど

おり収入されており，予算現額に対する収入率は９９.０％，調定額に対する収入率は１００％

であり，収入済額は前年度より１５３,７１６,０００円（９１.５％）の増である。

　収入済額の主なものは，下水道使用料４０,０８４,５９０円，国庫支出金５２,０００,０００

円，基金からの繰入金１３４,０００,０００円，市債９１,０００,０００円である。

　イ　歳出の状況

　歳出については，予算現額３２４,７９８,０００円に対し，支出済額は３１７,９１２,９７５

円で，不用額は６,８８５,０２５円である。執行率は９７.９％であり，前年度より１５０,２０

３,７７２円（８９.６％）の増である。

　支出済額の主なものは，特定公共下水道事業費３０３,１２２,７１８円である。

　実質収支額は，歳入総額３２１,６８４千円から歳出総額３１７,９１３千円を差し引いた３,７

７１千円である。

　大生郷特定公共下水道事業特別会計は，公共用水域の保全に資することを目的として設置するも

ので，大生郷工業団地と花島工業団地における工業用排水等の汚水，汚泥を処理する施設の整備及

び維持管理を図るものである。

　工業団地内の環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与し，施設の経費の節減等維持管理に万全

を期されたい。
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区　　 分 執行率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ

２３年度
円 円 円 円 ％

324,798,000 317,912,975 0 6,885,025 97.9

２２年度 184,374,000 167,709,203 0 16,664,797 91.0

差引増減 140,424,000 150,203,772 0 △ 9,779,772 6.9

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

324,798,000 321,684,380 321,684,380 0 0 99.0 100.0

２２年度 184,374,000 167,968,380 167,968,380 0 0 91.1 100.0

差引増減 140,424,000 153,716,000 153,716,000 0 0 7.9 0.0

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ



（７）農業集落排水事業特別会計

　農業集落排水事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。

　（歳　入）

（歳　出）

　農業集落排水事業特別会計の歳入決算額は２６７,６７３,５４９円，歳出決算額は２６１,０７

３,１７３円であり，歳入歳出差引額は６,６００,３７６円である。

　ア　歳入の状況

　歳入については，予算現額２６３,６６０,０００円に対し２７１,６９７,０２０円を調定し，

収入済額は２６７,６７３,５４９円で，収入未済額は４,０２３,４７１円である。予算現額に対

する収入率は１０１.５％，調定額に対する収入率は，９８.５％であり，収入済額は，前年度よ

り３,０８２,９０３円（１.２％）の増である。

　収入済額の主なものは，一般会計繰入金１８６,８５９,０００円，使用料７５,６２８,８１９

円である。

　収入未済額は，全額使用料である。

　イ　歳出の状況

　歳出については，予算現額２６３,６６０,０００円に対し，支出済額は２６１,０７３,１７３

円で，不用額は２,５８６,８２７円である。執行率は９９.０％であり，前年度より１,６６８,２

５７円（０.６％）の増となっている。

　支出済額の内訳は，公債費１７３,８１９,４１３円と農業集落排水事業費８７,２５３,７６０

円である。

　　

　実質収支額は，歳入総額２６７,６７４千円から歳出総額２６１,０７３千円を差し引いた６,６

０１千円である。

　農業集落排水事業特別会計は，農業集落における，し尿，生活雑排水等の汚水，汚泥を処理する

施設の整備及び維持管理事業を図るもので，報恩寺，大花羽，沖新田，大生郷，五箇の５地区にお

いて，水処理センターの正常な機能の維持及び汚水処理施設の適正な維持管理を図るものである。

　当会計の基盤をなす重要な財源である使用料は，収入未済額が４,０２３,４７１円であり，滞納

については，十分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど今後の円滑な事業の運営に向け，なお一層の

創意工夫と努力を望むものである。
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区　　分 不納欠損額 収入未済額
A B C Ｄ C/A C/B

２３年度
円 円 円 円 円 ％ ％

263,660,000 271,697,020 267,673,549 0 4,023,471 101.5 98.5

２２年度 264,433,000 268,908,951 264,590,646 35,960 4,282,345 100.1 98.4

差引増減 △ 773,000 2,788,069 3,082,903 △ 35,960 △ 258,874 1.4 0.1

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
B-C-Ｄ

区　　 分
執行率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ

２３年度
円 円 円 円 ％

263,660,000 261,073,173 0 2,586,827 99.0

２２年度 264,433,000 259,404,916 0 5,028,084 98.1

差引増減 △ 773,000 1,668,257 0 △ 2,441,257 0.9

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額



４　審査の意見

（１）財政収支の概要

 ア　平成２３年度一般会計及び特別会計の総決算規模は，歳入決算総額４１,０１２,８７４,６４

９円，歳出決算総額３８,８０１,５５８,７４９円であり，形式収支は２,２１１,３１５,９０

０円である。ここから翌年度へ繰り越すべき財源４３６,７１８,０００円を控除した実質収支は

１,７７４,５９７,９００円となっている。

その詳細は別表２のとおりである。

イ　総計決算における決算規模を前年度と比較すると，一般会計では，歳入で１,２６９,８９８,

９１４円（５.１％），歳出で７２３,８７４,８７６円（３.１％）それぞれ増加している。　ま

た，一般会計・特別会計を合わせた総決算規模では，歳入で２,２８８,４１９,３１２円（対前

年度比５.９％），歳出で１,５０６,６１１,５９５円（対前年度比４.０％）それぞれ増加して

いる。

その詳細は別表１のとおりである。

ウ　総決算額には，一般会計と特別会計間における繰入金又は繰出金が含まれている。この重複決

算額は２,７９７,６４４,０００円であり，これを控除した純決算額は，歳入が３８,２１５,２

３０,６４９円，歳出が３６,００３,９１４,７４９円となっている。

その詳細は別表２のとおりである。

（２）普通会計における財源の構成状況　　（地方財政状況調査表より）

　　　本年度の普通会計歳入歳出決算における財源の構成状況は，次のとおりである。なお，普通

会計とは，総務省が定める基準により作成される統計上の会計であり，本市においては，一般

会計と常総・下妻学校給食組合一般会計を集約したものである。

ア　自主財源と依存財源

　市税，使用料，手数料，財産収入など自主的に調達し得る自主財源と国(県)支出金，地方債な

どのように国(県)からの交付や許可を要する依存財源とに収入調達の拘束制の有無を基準として

分類するのは，財政基盤の安定性及び行政活動の自律性を図るためである。

　　　歳入決算額における自主財源と依存財源の構成状況は，次表のとおりである。

　本年度における自主財源は１２,１０５,０７０千円で，前年度と比較すると１,０８１,９８２

千円（９.８％）の増であり，構成比は４６.５％となっている。また，依存財源は１３,９０９,

３６６千円で，前年度と比較すると１９９,８３３千円（１.５％）の増であり，構成比は５３.

５％となっている。
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区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減　

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

12,105,070 46.5 11,023,088 44.6 1,081,982 9.8

13,909,366 53.5 13,709,533 55.4 199,833 1.5

計 26,014,436 100.0 24,732,621 100.0 1,281,815 5.2

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

自 主 財 源

依 存 財 源



自主財源と依存財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。

（自主財源）

（依存財源）
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区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

417,275 1.6 428,330 1.7 △ 11,055 △ 2.6

17,490 0.1 23,539 0.1 △ 6,049 △ 25.7

12,169 0.1 10,672 0.1 1,497 14.0

株式等譲渡所得割交付金 4,376 0.0 4,064 0.0 312 7.7

653,637 2.5 676,635 2.7 △ 22,998 △ 3.4

32,203 0.1 36,989 0.1 △ 4,786 △ 12.9

77,836 0.3 92,866 0.4 △ 15,030 △ 16.2

91,980 0.4 116,067 0.5 △ 24,087 △ 20.8

4,795,810 18.4 4,160,279 16.8 635,531 15.3

交通安全対策特別交付金 9,094 0.0 9,422 0.0 △ 328 △ 3.5

3,093,036 11.9 3,329,777 13.5 △ 236,741 △ 7.1

1,352,889 5.2 1,268,882 5.1 84,007 6.6

3,351,571 12.9 3,552,011 14.4 △ 200,440 △ 5.6

計 13,909,366 53.5 13,709,533 55.4 199,833 1.5

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

区 　  分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減　

構成比 構成比 C/B

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

9,648,885 37.1 9,168,530 37.1 480,355 5.2

199,754 0.8 189,003 0.8 10,751 5.7

357,107 1.4 401,209 1.6 △ 44,102 △ 11.0

112,032 0.4 60,222 0.2 51,810 86.0

29,224 0.1 1,330 0.0 27,894 2,097.3

27,560 0.1 85,055 0.3 △ 57,495 △ 67.6

1,071,636 4.1 733,751 3.0 337,885 46.0

658,872 2.5 383,988 1.6 274,884 71.6

計 12,105,070 46.5 11,023,088 44.6 1,081,982 9.8

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

市 　 　 　 　 　 　 　 　 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 ・ 手 数 料

財 　 産 　 収 　 入

寄 　 　 付 　 　 金

繰 　 　 入 　 　 金

繰 　 　 越 　 　 金

諸 　 　 収 　 　 入



イ　一般財源と特定財源

　　　　歳入をどの経費にも自由に充当することのできる一般財源と使途が特定されている特定財源

に分類することは，行財政運営の自主性及び財政の弾力性を測るうえで重要である。

　　　　歳入決算額における一般財源と特定財源の構成状況は，次表のとおりである。

本年度における一般財源は１５,７５１,６６１千円で，前年度と比較すると１,０３３,６９

０千円（７.０％）の増であり，構成比６０.５％となっている。また，特定財源は１０,２６

２,７７５千円で，前年度と比較すると２４８,１２５千円（２.５％）の増であり，構成比は

３９.５％となっている。　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　一般財源と特定財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。

（一般財源）

（特定財源）
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区   　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

15,751,661 60.5 14,717,971 59.5 1,033,690 7.0

10,262,775 39.5 10,014,650 40.5 248,125 2.5

計 26,014,436 100.0 24,732,621 100.0 1,281,815 5.2

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

一 般 財 源

特 定 財 源

区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

9,648,885 37.1 9,168,530 37.1 480,355 5.2

417,275 1.6 428,330 1.7 △ 11,055 △ 2.6

4,795,810 18.4 4,160,279 16.8 635,531 15.3

889,691 3.4 960,832 3.9 △ 71,141 △ 7.4

計 15,751,661 60.5 14,717,971 59.5 1,033,690 7.0

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

市 税

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

そ の 他

区　　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

3,093,036 11.9 3,329,777 13.5 △ 236,741 △ 7.1

1,352,889 5.2 1,268,882 5.1 84,007 6.6

3,351,571 12.9 3,552,011 14.4 △ 200,440 △ 5.6

199,754 0.8 189,003 0.8 10,751 5.7

357,107 1.4 401,209 1.6 △ 44,102 △ 11.0

112,032 0.4 60,222 0.2 51,810 86.0

1,796,386 6.9 1,213,546 4.9 582,840 48.0

計 10,262,775 39.5 10,014,650 40.5 248,125 2.5

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

分担金及び負担金

使 用 料 ・ 手 数 料

財 産 収 入

そ の 他



　　ウ　経常的収入と臨時的収入

　　　　歳入を，毎年度継続的に確保される見込みのある経常的収入と特定の事由に基づく臨時的収

入に分類するのは，財政構造の安定性を知る指標として，経常支出との関連において経常的収

入の範囲内であることが重要な原則であり，歳入総額中に占めるこれらの財源の割合を把握す

ることは，収支の均衡と財政の弾力性を維持するうえでの判断要因となるからである。

　　　　歳入決算における経常的収入と臨時的収入の構成状況は，次表のとおりである。

（経常的収入と臨時的収入）

　　　　本年度の経常的収入は１８,３０９,３４９千円で，前年度と比較すると６３３,６７３千円

（３.６％）の増であり，構成比は７０.４％となっている。また，臨時的収入は７,７０５,０

８７千円で前年度と比較すると６４８,１４２千円（９.２％）の増であり，構成比は２９.

６％となっている。

エ　経常一般財源と経常特定財源

　　　　歳入構造の分析における一般財源及び経常的収入の指標性は極めて重要であるが，歳入構造

の安定性と弾力性を見極めるため，更に市税，地方譲与税，地方交付税などの一般財源とされ

る経常的収入の合算額の標準財政規模に対する割合によって，財政の自主性と収入の安定性を

測定しようとするものである。

　　　　歳入決算額における経常一般財源と経常特定財源の構成状況は，次表のとおりである。

（経常一般財源と経常特定財源）

本年度における経常一般財源は１４,２５５,６５２千円で，前年度より４１４,６４１千円

（３.０％）の増であり，構成比は７７.９％となっている。また，経常特定財源は４,０５３,

６９７千円で，前年度より２１９,０３２千円（５.７％）の増であり，構成比は２２.１％と

なっている。

　　　　通常，歳入構造の弾力性を見る基準として経常一般財源等比率が用いられているが，この指

数は，地方公共団体が通常水準の行政活動を行ううえで必要な一般財源の総額（標準財政規

模）に対する毎年度経常的に収入される一般財源の割合で算出されるものであるが，この数値

は，１００％を超える度合いが高いほど，経常一般財源に余裕があることを示しており，本年

度の経常一般財源等比率は９６.３％となっている。
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区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

18,309,349 70.4 17,675,676 71.5 633,673 3.6

7,705,087 29.6 7,056,945 28.5 648,142 9.2

計 26,014,436 100.0 24,732,621 100.0 1,281,815 5.2

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

経 常 的 収 入

臨 時 的 収 入

区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

14,255,652 77.9 13,841,011 78.3 414,641 3.0

4,053,697 22.1 3,834,665 21.7 219,032 5.7

計 18,309,349 100.0 17,675,676 100.0 633,673 3.6

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

経 常 一 般 財 源

経 常 特 定 財 源



（３）普通会計における経費の性質別構成状況　　（地方財政状況調査表より）

　　　本年度の普通会計歳入歳出決算における経費の性質別構成状況は，次のとおりである。

ア　経常的経費と臨時的経費

経常的経費は，毎年度形常的に支出される人件費，物件費等の経費で，行政活動を行うため

に必要な一種の固定的経費である。これに対し，臨時的経費は，突発的ないし一時的な行政需

要に対して支出される普通建設事業費，災害復旧事業費等の経費，又は，支出の形態に規則が

ない経費であって，財源の変動に応じて支出を調整することが比較的容易な経費である。収入

の均衡を確保し，財政の健全性を維持するには，経常的収入を経常的経費に充当してもなお余

裕があり，経済の変動による収入の減があっても，この余裕により賄われ，経常的経費充当残

余の経常的収入と臨時的収入が臨時的経費に均衡するかこれを超えることが必要であり，財政

構造の健全性を判断する基本的な要素としている。

　　　歳出決算における経常的経費と臨時的経費の構成状況は，次表のとおりである。

本年度における経常的経費は１７,８０７,７７１千円で，前年度と比較すると１７５,０２７

千円（１.０％）の増であり，構成比は７３.０％となっている。また，臨時的経費は６,５９５,

７６０千円で，前年度と比較すると５６０,７６４千円（９.３％）の増であり，構成比は２７.

０％となっている。

　　　経常的経費と臨時的経費の費目別構成状況の前年度との比較は，次表のとおりである。

（経常的経費）
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区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

4,169,158 17.1 4,149,635 17.5 19,523 0.5

2,057,827 8.4 2,052,670 8.7 5,157 0.3

179,109 0.7 174,336 0.7 4,773 2.7

3,853,679 15.8 3,688,388 15.6 165,291 4.5

2,678,317 11.0 3,019,438 12.8 △ 341,121 △ 11.3

2,773,186 11.4 2,571,132 10.9 202,054 7.9

2,096,495 8.6 1,977,145 8.3 119,350 6.0

計 17,807,771 73.0 17,632,744 74.5 175,027 1.0

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

公 債 費

そ の 他 経 費

区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

17,807,771 73.0 17,632,744 74.5 175,027 1.0

6,595,760 27.0 6,034,996 25.5 560,764 9.3

計 24,403,531 100.0 23,667,740 100.0 735,791 3.1

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

経 常 的 経 費

臨 時 的 経 費



（臨時的経費）

　イ　義務的経費と任意的経費

　　　　義務的経費は，性質別経費のうち義務的・非弾力的性格の強い経費で，一般には人件費，扶

助費及び公債費を指し，任意的経費は，市が任意的に支出できる経費である。歳出の構成比に

おいて，義務的経費の占める割合が大きい場合にあっては，経常的経費の増大化傾向が強く，

歳出構造の改善や収支の均衡を保持するうえでの障害となるので，その状況について十分な留

意が必要である。

　　　歳出決算額における義務的経費と任意的経費の構成状況は，次表のとおりである。

本年度の義務的経費は１１,０９８,２４５千円で，前年度と比較すると４５８,４４６千円

（４.３％）の増であり，構成比は４５.５％となっている。また，任意的経費は１３,３０５,

２８６千円で，前年度より２７７,３４５千円（２.１％）の増であり，構成比は５４.５％と

なっている。

ウ　消費的経費と投資的経費

　　　消費的経費は，人件費や物件費等のように経費支出の効果が当該年度又は極めて短期間で終

わるものであり，投資的経費は，普通建設事業費のように支出の効果が資本的形成に向けられ，

施設等が将来に残るものに支出される経費ということを基準とした経費区分であり，経費の経

済的機能を検討する尺度として用いられる。

　　　歳出決算における消費的経費と投資的経費の構成状況は，次表のとおりである。
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区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

11,098,245 45.5 10,639,799 45.0 458,446 4.3

13,305,286 54.5 13,027,941 55.0 277,345 2.1

計 24,403,531 100.0 23,667,740 100.0 735,791 3.1

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

義 務 的 経 費

任 意 的 経 費

区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

決 算 額 決 算 額
C/B

構 成 比 構 成 比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

3,839,176 15.7 3,732,791 15.8 106,385 2.9

3,393,749 13.9 3,727,220 15.7 △ 333,471 △ 8.9

445,427 1.8 5,571 0.1 439,856 7,895.5

2,756,584 11.3 2,302,205 9.7 454,379 19.7

計 6,595,760 27.0 6,034,996 25.5 560,764 9.3

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額(A-B)  C

建 設 事 業 費

普通建設事業費

災害復旧事業費

そ の 他 経 費

区　　分
平成２３年度 平成２２年度 比較増減

構成比 構成比 C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

7,170,058 29.4 6,972,029 29.4 198,029 2.8

3,839,176 15.7 3,732,791 15.8 106,385 2.9

13,394,297 54.9 12,962,920 54.8 431,377 3.3

計 24,403,531 100.0 23,667,740 100.0 735,791 3.1

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額（A-B)  C

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 経 費



本年度の消費的経費は７,１７０,０５８千円で，前年度と比較すると１９８,０２９千円

（２.８％）の増であり，構成比は２９.４％となっている。また，投資的経費は３,８３９,１

７６千円で，前年度と比較すると１０６,３８５千円（２.９％）の増であり，構成比は１５.

７％となっている。

（４）普通会計における財政構造の分析　　（地方財政状況調査表より）

　

　ア　経常収支比率

　　　経常収支比率は，一般財源によって賄われる経常経費に経常的収入である一般財源がどの程

度充当されているか，即ち，人件費，扶助費，公債費などのように容易に縮減することの困難

な義務的性格の強い経費に，市税や地方交付税を中心とする経常的一般財源収入がどの程度消

費されているか，その大きさによって財政構造の弾力性を測定しようとするものである。

　　　本年度の経常収支比率は８６.９％であり，この比率は，都市にあっては８０.０％を超える

と財政構造の弾力性が失われ，硬直化の危険性があるとみなされている。

イ　財政力指数

　　　財政力指数は，地方交付税法の規定により算定される基準財政収入額を基準財政需要額で除

して得た数値の過去３か年度の平均値をいう。基準財政収入額は，通常標準的に徴収し得る税

収入のうち基準財政需要額として算定された標準的な財政支出との見合いの額で，基準財政需

要額に対する基準財政収入額の不足分は普通地方交付税によって補われる。したがって，財政

力指数「１」に近く，あるいは「１」を超えるほど財政力が強いとされている。

　　　財政力指数は０.７５であり，基準財政収入額は７,７６０,５０９千円，基準財政需要額は

１０,５８６,４２２千円となっている。

　ウ　公債費負担比率

　　　公債費負担比率は，地方債の元利償還金に充当された一般財源の一般財政総額に対する比率

であり，一般的に１０％を超えないことが望ましいとされている。

　　　本年度の公債費負担比率は１４.６％であり，今後とも新規起債に当たっては，起債対象事

業の効果を十分勘案し，高比率とならないよう慎重な配慮が肝要である。

　エ　実質収支比率

　　　実質収支比率は，標準財政規模に対する実質収支額の割合を示すもので，財政収支の均衡を

判断する指標として用いられる。この比率は，地方公共団体の財政規模やその年度の景況等に

よって，一概にはいえないが３％～５％程度が望ましいとされている。

　　　本年度の実質収支比率は８.０％である。

　　　以上が財政構造の分析結果であるが，これら４つの指数から本市の財政運営状況は，健全性

の確保に努められているが，財政の硬直化を示す指数も現われているので注意を要する状態に

ある。住民福祉の充実向上を図り，財政の健全性を維持していくためには，収支均衡の保持と

経済の変動や行政内容の変化に対応できる弾力性の確保が一体となった行政活動を安定的に継

続できる条件を整備することが基底をなすものであり，今後とも財政構造の弾力性に一層の努

力を望むものである。
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５　実質収支に関する調書

　一般会計及び各特別会計の実質収支に関する調書について審査した結果，その計数は正確である

と認められた。

６　財産に関する調書

　　一般会計及び各特別会計の財産に関する調書について審査した結果，その計数は正確であると認

められた。

７　基金の運用状況

（１）用品調達基金

ア　現金

    収入支出差引残高　　２  ,  ４８５  ,  ６６５  円  

イ　動産

　　受入払出差引残高　　１  ,  ５１４  ,  ３３５  円  

ウ　決算年度末における基金の状況

現　金　　　　２,４８５,６６５円

動　産　　　　１,５１４,３３５円

合　計　　　　４,０００,０００円

　　　　現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の差引

残高と同額であることを確認した。また，動産については，３月３１日に貯蔵品を抽出し在庫

数を確認しており，その在庫数が物品出納帳と同数であること，また，運用状況調書の動産の

残高額が正確であることを確認した。

　　　本基金は条例により，基金の額は４００万円以内であるが，３月３１日現在において，現金

２,４８５,６６５円，動産（貯蔵物品）１,５１４,３３５円の合計４,０００,０００円である。
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①　貯蔵物品（取得価格で評価）
（単位　円）

区   分 受   入 払   出 残   高

前年度より繰越 1,128,859

年度中購入 7,809,179

合   計 8,938,038 7,423,703 1,514,335

②　支出
（単位　円）

区   分 金   額 備   考

7,809,179

一般会計繰出金 1,495,562

支出合計 9,304,741

用品調達費(用品購入代)

①　収入
（単位　円）

区   分 金   額 備   考

用品払出回収金 8,919,265

前年度繰越金 2,871,141

一般会計繰入金 0

収入合計 11,790,406



（２）土地開発基金

　本基金の年度末状況は，土地３９,９９０.９９㎡，６７９,５５２,５８７円，現金７,６７

４,０９３円，債権１４,７３７円である。現金については，３月分の例月出納検査時における

銀行の残高証明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。

（３）収入証紙等購入基金

本基金の年度末の状況は，現金及び債権３,６４３,２９０円，収入証紙等の額面合計３,３

５６,７１０円で，合計７,０００,０００円であり，条例における基金の額７００万円以下に

該当する。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計

表の差引残高と同額であることを確認した。また，収入証紙の残高についても，３月３１日に

現品を確認しており，数量，額面ともに運用状況調書のとおりであることを確認した。
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（単位　面積：㎡，価額：円）

区   分
前年度末現在高

決算年度中増減高
決算年度末現在高

増 減

面   積 価   額 面   積 価   額 面   積 価   額 面   積 価   額

土   地 　　　　　㎡ 　　　　　　円  ㎡   円

現   金

債   権

合   計

39,990.99㎡679,552,587円 39,990.99㎡679,552,587円

　7,670,450円 31,125円 27,482円 　7,674,093円

　380円 25,337円 11,000円 14,737円

　687,223,417円 56,482円 38,482円 　687,241,417円

区   分 前年度末現在高
決算年度中増減高

決算年度末現在高
増 減

円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円

50 97 4,850 0 0 9 450 88 4,400

100 58 5,800 50 5,000 43 4,300 65 6,500

200 84 16,800 200 40,000 171 34,200 113 22,600

300 95 28,500 50 15,000 67 20,100 78 23,400

500 94 47,000 50 25,000 87 43,500 57 28,500

1,000 66 66,000 100 100,000 135 135,000 31 31,000

2,000 83 166,000 1,700 3,400,000 1,659 3,318,000 124 248,000

5,000 79 395,000 50 250,000 37 185,000 92 460,000

10,000 66 660,000 100 1,000,000 93 930,000 73 730,000

計 722 1,389,950 2,300 4,835,000 2,301 4,670,550 721 1,554,400

200 82 16,400 250 50,000 175 35,000 157 31,400

500 49 24,500 250 125,000 137 68,500 162 81,000

4,000 114 456,000 1,450 5,800,000 1,480 5,920,000 84 336,000

5,000 53 265,000 650 3,250,000 586 2,930,000 117 585,000

10,000 111 1,110,000 780 7,800,000 816 8,160,000 75 750,000

計 409 1,871,900 3,380 17,025,000 3,194 17,113,500 595 1,783,400

50 100 5,000 100 5,000 64 3,200 136 6,800

80 130 10,400 100 8,000 93 7,440 137 10,960

計 230 15,400 200 13,000 157 10,640 273 17,760

50 23 1,150 0 0 0 0 23 1,150

計 23 1,150 0 0 0 0 23 1,150

額面合計 3,278,400 21,873,000 21,794,690 3,356,710

現金・債権 3,721,600 3,643,290

合   計 7,000,000 7,000,000

収
入
証
紙

収
入
印
紙

切
手

葉
書



（４）文化・スポーツ振興基金

　　　　本基金の年度末現在高は，現金２３,７９６,７１３円である。現金については，３月分の例

月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認し

た。基金運用による益金は，現金に対する利子であり，この益金は，条例の定めるところによ

り一般会計予算に計上して整理されている。

（５）奨学資金貸与基金

本基金の年度末現在高は，現金９,７２９,７６９円，債権４０,４５４,０００円，計５０,

１８３,７６９円である。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明

書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。年度中に，２,７８６,０００円の

返還と４,８００,０００円の貸し付けがあり，現金が１,９６２,０００円減少し，債権が２,

０１４,０００円増加した。
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区   分

決算年度中増減高

増 減

事業収入 預金利子 計 事業支出 計

現   金 27,249,155 350,000 22,000 21,262 393,262 3,824,442 21,262 3,845,704 23,796,713

債   権 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合   計 27,249,155 350,000 22,000 21,262 393,262 3,824,442 21,262 3,845,704 23,796,713

(単位　円）

前年度末
現 在 高

決算年度
末現在高

一般会計
繰  入  金

一般会計
繰  出  金

区   分

決　算  年  度　中  増　減　高

増 減

返還金 寄付金 預金利子 計 貸付金 計

現   金 11,691,769 2,786,000 2,000 50,000 2,000 2,840,000 4,800,000 2,000 4,802,000 9,729,769

債   権 38,440,000 △ 2,786,000 0 0 0 △ 2,786,000 △ 4,800,000 0 △ 4,800,000 40,454,000

合   計 50,131,769 0 2,000 50,000 2,000 54,000 0 2,000 2,000 50,183,769

(単位　円）

前年度末
現 在 高

決算年度
末現在高

一般会計
繰入金

一般会計
繰出金



８　むすび

以上が，平成２３年度一般会計及び各特別会計決算審査の概要である。

　　　平成２３年度の一般会計における決算額は，歳入総額２５,９４２,７５９,５７７円，歳出総

額２４,３３１,８５４,２６９円で差引額１,６１０,９０５,３０８円となり翌年度へ繰り越すべ

き財源４２９,８２９,０００円を差し引いた実質収支額は１,１８１,０７６,３０８円である。

　　　一般会計歳入について，総額を前年度と比較すると１,２６９,８９８,９１４円(５.１％)の増

加となっている。款別決算額で増加となった主なものは，地方交付税で６３５,５３１,０００円，

市税で４８０,３５５,１８３円，繰越金で３４０,９３４,６００円，諸収入で２２７,２８６,０

７３円増えている。一方，減少となった主なものは，国庫支出金で２３６,７４１,００８円，市

債で２００,４４０,０００円，使用料及び手数料で２８,５２９,８０７円減っている。また，災

害義援金による寄付が多くあったため，本年度の寄付金は２９,２２３,７８３円であった。

　　　一般会計歳入の収入率は，予算現額に対し９８.０％となり前年度より４.７ポイントの増，調

定額に対して９６.２％で前年度より０.４ポイントの増となっている。本年度の一般会計の収入

未済額は８７６,８２３,１２３円であり，前年度と比較して１０５,５５６,４３３円(１０.

７％)減少している。収入未済額の主なものは，市税，市営住宅使用料，学校給食費納付金，保育

所保護者負担金であり，負担の公平性，貴重な財源確保の観点から引き続き，その解消に一層の

努力を望むものである。

　　　一般会計歳出について，総額を前年度と比較すると７２３,８７４,８７６円(３.１％)の増加

となっている。款別決算額で増加となった主なものは，教育費で１,１７５,４６３,８１６円，公

債費で２３２,２３０,４０９円，民生費で２２６,３５０,２３７円増えている。一方，減少とな

った主なものは，土木費で６９４,９６３,２４９円，総務費で３７４,１８９,５８７円，衛生費

で１５３,６８４,４１５円減っている。一般会計歳出の執行率は，予算現額に対し９１.９％とな

り前年度より２.６ポイントの増となっている。

　　　本年度の支出額の大きかった事業は，土木費では，まちづくり事業費の市街地にぎわい再生事

業２３７,３０７,１６５円と西幹線整備事業２７８,４０２,６４３円，教育費では，石下中学校

建設事業１,１１４,２３５,１１０円と水海道西中学校建設事業５４８,４４２,２０５円等であ

る。そして，本年９月末に常総・下妻学校給食組合が解散したことに伴う玉学校給食センターの

引継ぎ経費として，１６５,８１４,４１８円が支出されている。さらに，東日本大震災に係わる

復旧事業には多額の出費を強いられた。

　　　翌年度繰越額（繰越明許費）１,６６０,８５２,０００円の主なものは，土木費のまちづくり

事業３９３,３６４,０００円と西幹線整備事業１９５,０３６,０００円，民生費の民間保育所建

設補助金３５９,５０５,０００円，教育費の小学校費の耐震補強事業２１７,７００,０００円，

総務費の庁舎建設事業１０５,０３７,０００円である。

　　　特別会計については，各会計を総括すると歳入総額１５,０７０,１１５,０７２円，歳出総額

１４,４６９,７０４,４８０円で，翌年度へ繰り越すべき財源６,８８９,０００円（公共下水道

事業費）を差し引いた実質収支額は５９３,５２１,５９２円である。

　　　本年度の特別会計の収入未済額は，１,３４６,５１８,２５５円（主に国民健康保険税，後期

高齢者医療保険料，介護保険料，公共下水道事業の負担金及び使用料，農業集落排水事業の使用

料）であり，前年度より１５５,２７１,５８８円（１０.３％）の減少となっているが，後期高

齢者医療保険料，介護保険料において収入未済額が増加しており，負担の公平性，貴重な財源確

保の観点から引き続きその解消に一層の努力と対策を講じるよう望むものである。

　　　日本の経済は，東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるものの，復興需要等を

背景として，緩やかに回復しつつある。しかし，欧州政府債務危機を背景とした世界経済の減速

により，我が国の景気が下押しされるリスクが存在する。また，電力供給の制約や原油高の影響，

デフレの影響等にも注意が必要であり，雇用情勢の悪化懸念も依然残っている状況である。
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　　　こうしたなか，常総市においては，本年度は，前年度より市税全体で４８０,３５５,１８

３円の増収であった。普通交付税が，本年度は，前年度より１６,５７６,０００円の増収，臨

時財政対策債が，本年度は，前年度より４１０,８４０,０００円減額となった。よって，経常

収支比率は，前年度と比較して０.５ポイント減少し，８６.９％である。しかしながら,人件

費を除いた義務的経費の扶助費（本年度，児童扶養手当等支給経費２５５,９２４,５８６円，

子ども手当支給費１,３０３,２８２,８８２円，生活保護扶助費６５１,６６１,００６円等）

と公債費（本年度２,８０３,４９８,０７８円）が年々増加しており，また，一般会計から特

別会計への繰出金（本年度，国民健康保険特別会計へ９００,０００,０００円，後期高齢者

医療特別会計へ６６５,５０３,０００円，介護保険特別会計へ６１１,８１２,０００円，公

共下水道事業特別会計へ４３３,４７０,０００円，農業集落排水事業特別会計へ１８６,８５

９,０００円）も増加する傾向にあることが，今後，懸念されるところである。

　　　また，これからも東日本大震災による市の復旧・復興に取り組むにあたり，被災した市役

所水海道庁舎や学校等の施設の整備が残されていることから，多額の経費が必要である。こう

した状況下において，常総市は，常総市第２次行政改革大綱に基づき事務・事業の見直しや

情報化の推進，組織・機構の見直し，定員管理・給与の適正化等に取り組み，経費削減に努

力されているが，さらに，既存の制度や施策等の見直しを行うと共に，コスト意識の醸成や

民間の経営的な視点に立った行政改革を進めなければならない。

　　　今後の行財政の運営にあたっては，市民との連携・協働のもと行政運営の効率化，生産性

の向上，さらなる財源の確保・拡大を図ること等，将来を見据えた健全な財政運営基盤を確

立し，市民が豊かでふれあいに満ちた地域づくりのために，なお一層の努力を望むものであ

る。　　
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会 　　　計　　　 別

歳　　入　　決　　算　　額 歳　　出　　決　　算　　額

平成２３年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２２年度

 (A-B)        C           C/B  (A-B)         C           C/B

　 一　　　般　　　会　　　計

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

25,942,759,577 24,672,860,663 1,269,898,914 5.1 24,331,854,269 23,607,979,393 723,874,876 3.1

 　特　　　別　　　会　　　計 15,070,115,072 14,051,594,674 1,018,520,398 7.2 14,469,704,480 13,686,967,761 782,736,719 5.7

8,231,112,574 7,363,030,411 868,082,163 11.8 7,717,680,656 7,151,576,156 566,104,500 7.9

― 5,098,503 ― ― ― 5,098,503 ― ―

999,653,670 929,006,069 70,647,601 7.6 994,157,953 917,996,846 76,161,107 8.3

3,952,668,613 3,681,516,770 271,151,843 7.4 3,905,681,626 3,660,751,521 244,930,105 6.7

9,817,778 9,740,867 76,911 0.8 4,601,774 6,782,409 △ 2,180,635 △ 32.2

1,287,504,508 1,518,919,155 △ 231,414,647 △ 15.2 1,268,596,323 1,405,924,334 △ 137,328,011 △ 9.8

大生郷特定公共下水道事業 321,684,380 167,968,380 153,716,000 91.5 317,912,975 167,709,203 150,203,772 89.6

267,673,549 264,590,646 3,082,903 1.2 261,073,173 259,404,916 1,668,257 0.6

― 111,723,873 ― ― ― 111,723,873 ― ―

合　　　　　　　計 41,012,874,649 38,724,455,337 2,288,419,312 5.9 38,801,558,749 37,294,947,154 1,506,611,595 4.0

別表１　　会計別歳入歳出決算額前年度比較表

比 較 増 減 増 減 率 比 較 増 減 増 減 率

　　　　　　   　A 　　　　　　 　  B 　　　　　　   　A 　　　　　　   　B

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

介 護 サ ー ビ ス 事 業

公 共 下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

自 動 車 学 校 事 業
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　　　会 　　　計　　　 別　　　　

総　　計　　決　　算　　表 純　　計　　決　　算　　表

翌　年　度　へ 実質収支額 歳　　　入 歳　　　出

繰越すべき財源

　 一　　　般　　　会　　　計

円 円 円 円 円 円 円 円 円

25,942,759,577 24,331,854,269 1,610,905,308 429,829,000 1,181,076,308 0 25,942,759,577 2,797,644,000 21,534,210,269

 　特　　　別　　　会　　　計 15,070,115,072 14,469,704,480 600,410,592 6,889,000 593,521,592 2,797,644,000 12,272,471,072 0 14,469,704,480

8,231,112,574 7,717,680,656 513,431,918 0 513,431,918 900,000,000 7,331,112,574 0 7,717,680,656

999,653,670 994,157,953 5,495,717 0 5,495,717 665,503,000 334,150,670 0 994,157,953

3,952,668,613 3,905,681,626 46,986,987 0 46,986,987 611,812,000 3,340,856,613 0 3,905,681,626

9,817,778 4,601,774 5,216,004 0 5,216,004 0 9,817,778 0 4,601,774

1,287,504,508 1,268,596,323 18,908,185 6,889,000 12,019,185 433,470,000 854,034,508 0 1,268,596,323

大生郷特定公共下水道事業 321,684,380 317,912,975 3,771,405 0 3,771,405 0 321,684,380 0 317,912,975

267,673,549 261,073,173 6,600,376 0 6,600,376 186,859,000 80,814,549 0 261,073,173

合　　　　　　計 41,012,874,649 38,801,558,749 2,211,315,900 436,718,000 1,774,597,900 2,797,644,000 38,215,230,649 2,797,644,000 36,003,914,749

別表２　　一般会計・特別会計決算及び純計決算書　

歳入額　　A 歳出額　　B 差引額　　C 重複決算控除額 純 歳 入 額 重複決算控除額 純 歳 出 額

　　　　　　　D 　E (C-D) 　（繰入金）　F 　　G (A-F） 　（繰出金）　H 　　I (B-H）

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

介 護 サ ー ビ ス 事 業

公 共 下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業



別表　３　

不納欠損処分状況　　〔　 市　　　 　　税 　〕

40

区　　　　分 主　　　た　　　る　　　事　　　由

市民税
円 円 件

4,529,789,053 67,397,909 4,305 　地方税法 第１５条の７ 第１項 第１号 4,618 件

固定資産税 5,045,090,013 67,950,393 2,646 第２号 466 件

軽自動車税 140,359,975 3,994,950 761 第３号 882 件

市町村たばこ税 551,994,433 0 0 第１８条 第１項 1,746 件

都市計画税 268,616,816 3,622,745 -

合　　　　計 10,535,850,290 142,965,997 7,712

不納欠損処分状況　　〔　国民健康保険　〕

区　　　　分 主　　　た　　　る　　　事　　　由

国民健康保険税

円 円 件

3,245,582,438 87,550,039 5,126

　地方税法 第１５条の７ 第１項 第１号 2,005 件

第２号 720 件

第３号 576 件

第１８条 第１項 1,825 件

不納欠損処分状況　　〔　 介 護 保 険 　 〕

区　　　　分 主　　　た　　　る　　　事　　　由

介護保険料

円 円 件

637,475,397 3,007,050 502
　介護保険法 第２００条　 第１項

調 定 額
欠 損 処 分 の 状 況

処 分 額 件 数

調 定 額
欠 損 処 分 の 状 況

処 分 額 件 数

調 定 額
欠 損 処 分 の 状 況

処 分 額 件 数



別表４（特別会計）

（１）国民健康保険特別会計

　ア　歳入の決算状況

　イ　歳出の決算状況
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区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入割合

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

2,015,001,000 3,245,582,438 2,040,847,150 87,550,039 1,117,185,249 101.3 62.9

２　手数料 800,000 5,759,750 1,478,050 364,850 3,916,850 184.8 25.7

３　国庫支出金 1,919,045,000 2,161,546,927 2,161,546,927 0 0 112.6 100.0

312,767,000 380,208,864 380,208,864 0 0 121.6 100.0

1,169,742,000 1,166,803,402 1,166,803,402 0 0 99.7 100.0

６　県支出金 336,593,000 386,703,126 386,703,126 0 0 114.9 100.0

949,628,000 947,007,291 947,007,291 0 0 99.7 100.0

８　財産収入 8,000 7,097 7,097 0 0 88.7 100.0

９　繰入金 900,000,000 900,000,000 900,000,000 0 0 100.0 100.0

211,454,000 211,454,255 211,454,255 0 0 100.0 100.0

39,824,000 35,056,412 35,056,412 0 0 88.0 100.0

合　　計 7,854,862,000 9,440,129,562 8,231,112,574 87,914,889 1,121,102,099 104.8 87.2

１　国民健康
　　保険税

４　療養給付費
　　交付金

５　前期高齢者
　　交付金

７　共同事業
　　交付金

10　繰越金

11　諸収入

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

１　総務費
円 円 円 円 ％

124,908,000 120,511,762 0 4,396,238 96.5

２　保険給付費 5,141,841,000 5,102,492,988 0 39,348,012 99.2

３　後期高齢者支援金等 1,012,492,000 1,012,489,830 0 2,170 100.0

４　前期高齢者納付金等 2,997,000 2,996,170 0 830 100.0

５　老人保健拠出金 228,000 214,458 0 13,542 94.1

６　介護納付金 459,235,000 458,429,472 0 805,528 99.8

７　共同事業拠出金 949,638,000 874,669,292 0 74,968,708 92.1

８　保健事業費 52,495,000 45,317,979 0 7,177,021 86.3

９　基金積立金 8,000 8,000 0 0 100.0

１０　公債費 26,000 0 0 26,000 0.0

１１　諸支出金 103,941,000 100,550,705 0 3,390,295 96.7

１２　予備費 7,053,000 0 0 7,053,000 0.0

合　　　計 7,854,862,000 7,717,680,656 0 137,181,344 98.3



（２）後期高齢者医療特別会計

　ア　歳入の決算状況

　イ　歳出の決算状況

（３）介護保険特別会計

　ア　歳入の決算状況
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区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入割合

対予算 対調定

１　後期高齢者医療保険料
円 円 円 円 円 ％ ％

326,107,000 321,504,513 314,939,400 642,070 5,923,043 96.6 98.0

２　手数料 100,000 111,500 111,500 0 0 111.5 100.0

３　繰入金 665,503,000 665,503,000 665,503,000 0 0 100.0 100.0

４　繰越金 11,009,000 11,009,223 11,009,223 0 0 100.0 100.0

５　諸収入 9,984,000 8,090,547 8,090,547 0 0 81.0 100.0

合   計 1,012,703,000 1,006,218,783 999,653,670 642,070 5,923,043 98.7 99.3

区　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入割合

対予算 対調定

１　保険料
円 円 円 円 円 ％ ％

615,167,000 637,475,397 614,392,306 3,007,050 20,076,041 99.9 96.4

100,000 464,800 105,800 49,250 309,750 105.8 22.8

３　国庫支出金 893,797,000 890,920,137 890,920,137 0 0 99.7 100.0

1,123,564,000 1,111,901,454 1,111,901,454 0 0 99.0 100.0

５　県支出金 555,147,000 566,611,711 566,611,711 0 0 102.1 100.0

６　財産収入 22,000 10,394 10,394 0 0 47.2 100.0

７　繰入金 665,574,000 665,575,291 665,575,291 0 0 100.0 100.0

８　繰越金 20,765,000 20,765,249 20,765,249 0 0 100.0 100.0

９  諸収入 366,000 2,386,271 2,386,271 0 0 652.0 100.0

80,000,000 80,000,000 80,000,000 0 0 100.0 100.0

合   計 3,954,502,000 3,976,110,704 3,952,668,613 3,056,300 20,385,791 100.0 99.4

２　使用料及び
    手数料

４　支払基金
     交付金

10 市債

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

１　総務費
円 円 円 ％

8,136,000 7,544,409 591,591 92.7

992,423,000 978,287,430 14,135,570 98.6

３　保健事業費 10,525,000 7,789,214 2,735,786 74.0

４　諸支出金 619,000 536,900 82,100 86.7

５　予備費 1,000,000 0 1,000,000 0.0

合　　　計 1,012,703,000 994,157,953 18,545,047 98.2

２　後期高齢者医療
　　広域連合納付金



　イ　歳出の決算状況

（４） 介護サービス事業特別会計　

　ア　歳入の決算状況

　イ　歳出の決算状況
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区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

１　総務費
円 円 円 ％

152,578,000 141,807,549 10,770,451 92.9

２　保険給付費 3,716,575,000 3,684,062,108 32,512,892 99.1

３　地域支援事業費 72,599,000 68,777,506 3,821,494 94.7

４　基金積立金 22,000 12,000 10,000 54.5

５　諸支出金 11,367,000 11,022,463 344,537 97.0

６　予備費 1,361,000 0 1,361,000 0.0

合　　　計 3,954,502,000 3,905,681,626 48,820,374 98.8

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入割合

対予算 対調定

１　サービス収入
円 円 円 円 円 ％ ％

7,884,000 6,859,320 6,859,320 0 0 87.0 100.0

２　繰越金 100,000 2,958,458 2,958,458 0 0 2,958.5 100.0

合     計 7,984,000 9,817,778 9,817,778 0 0 123.0 100.0

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

１　総務費
円 円 円 ％

762,000 756,974 5,026 99.3

２　事業費 5,994,000 3,844,800 2,149,200 64.1

３　予備費 1,228,000 0 1,228,000 0.0

合       計 7,984,000 4,601,774 3,382,226 57.6



（５）公共下水道事業特別会計

　ア　歳入の決算状況

　イ　歳出の決算状況

（６）大生郷特定公共下水道事業特別会計

　ア　歳入の決算状況
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区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入割合

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 79,779,000 109,947,376 77,211,296 0 32,736,080 96.8 70.2

163,578,000 169,485,111 166,933,256 91,084 2,460,771 102.1 98.5

３　国庫支出金 163,602,000 163,602,250 97,815,250 0 65,787,000 59.8 59.8

４　繰入金 433,470,000 433,470,000 433,470,000 0 0 100.0 100.0

５　繰越金 105,589,000 112,994,821 112,994,821 0 0 107.0 100.0

６　諸収入 7,236,000 7,279,885 7,279,885 0 0 100.6 100.0

７　市債 496,700,000 485,900,000 391,800,000 0 94,100,000 78.9 80.6

合     計 1,449,954,000 1,482,679,443 1,287,504,508 91,084 195,083,851 88.8 86.8

２　使用料及び
　　手数料

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

980,049,000 799,434,593 172,050,000 8,564,407 81.6

２  公債費 469,163,000 469,161,730 0 1,270 100.0

３　予備費 742,000 0 0 742,000 0.0

合　　　計 1,449,954,000 1,268,596,323 172,050,000 9,307,677 87.5

１　公共下水道
　　事業費

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入割合

対予算 対調定

１　負担金
円 円 円 円 円 ％ ％

1,000 0 0 0 0 0.0 ―

37,803,000 40,085,590 40,085,590 0 0 106.0 100.0

３　国庫支出金 52,000,000 52,000,000 52,000,000 0 0 100.0 100.0

４　財産収入 145,000 125,066 125,066 0 0 86.3 100.0

５　繰入金 140,811,000 134,000,000 134,000,000 0 0 95.2 100.0

６　繰越金 1,000,000 259,177 259,177 0 0 25.9 100.0

７　諸収入 2,038,000 4,214,547 4,214,547 0 0 206.8 100.0

８　市債 91,000,000 91,000,000 91,000,000 0 0 100.0 100.0

合　   計 324,798,000 321,684,380 321,684,380 0 0 99.0 100.0

２　使用料及び
    手数料



　イ　歳出の決算状況

（７）農業集落排水事業特別会計

　ア　歳入の決算状況

　イ　歳出の決算状況
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区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

308,758,000 303,122,718 0 5,635,282 98.2

２  公債費 15,040,000 14,790,257 0 249,743 98.3

３　予備費 1,000,000 0 0 1,000,000 0.0

合　　　計 324,798,000 317,912,975 0 6,885,025 97.9

１　特定公共下水道
　　事業費

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

１　農業集落排水事業費
円 円 円 ％

88,840,000 87,253,760 1,586,240 98.2

２　公債費 173,820,000 173,819,413 587 100.0

３　予備費 1,000,000 0 1,000,000 0.0

合　　計 263,660,000 261,073,173 2,586,827 99.0

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額収入未済額
収入割合

対予算 対調定

１　使用料
円 円 円 円 ％ ％

75,800,000 79,652,290 75,628,819 0 4,023,471 99.8 94.9

２　繰入金 186,859,000 186,859,000 186,859,000 0 0 100.0 100.0

３　繰越金 1,000,000 5,185,730 5,185,730 0 0 518.6 100.0

４　諸収入 1,000 0 0 0 0 0.0 -

合　　計 263,660,000 271,697,020 267,673,549 0 4,023,471 101.5 98.5
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水道事業会計

 



平成２４年８月２０日

常総市長　高　杉　　徹　殿

 

                                      常総市監査委員　北　村　栄　子

                                      常総市監査委員　風　野　芳　之

 平成２３年度常総市水道事業会計決算審査意見について

　地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき，審査に付された平成２３年度

常総市水道事業会計決算について審査したので，次のとおり意見書を提出する。



平成２３年度常総市水道事業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

　　　平成２３年度常総市水道事業会計

第２ 審査の期間

平成２４年６月１日から平成２４年８月１７日まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては，決算書類及び決算付属書類が関係法令に準拠して作成され，かつ，企

業の経営成績及び財政状態が適正に表示されているか否かを検証するため，関係諸帳簿及び

証書類と照合し，決算計数の正確性を精査するとともに，関係職員から説明を求めた。

第４ 審査の結果

審査に付された決算書類及び決算付属書類については，いずれも地方公営企業法及び関係

法令の規定に基づいて作成されており，その計数は正確であることを認めた。

第５ 審査の概要

１ 決算報告書

　　　本年度の予算執行の状況は，次のとおりである。

（１）収益的収入及び支出

【収　入】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（仮受消費税込）

区　　分 予　算　現　額 決　算　額 差　引　増　減 収　入　率 構成比率
　 　 円 円 円 ％ ％

水　道　事　業　収　益 1,456,306,000 1,391,163,497 △ 65,142,503 95.5 100.0

　
営 業 収 益 1,356,893,000 1,289,041,720 △ 67,851,280 95.0 92.7

営 業 外 収 益 99,413,000 102,121,777 2,708,777 102.7 7.3

【支　出】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（仮払消費税込）

区　　分 予　算　現　額 決　算　額 不　用　額 執　行　率 構成比率
　 　 円 円 円 ％ ％

水　道　事　業　費　用 1,430,288,000 1,409,882,764 20,405,236 98.6 100.0

　
営 業 費 用 1,259,655,000 1,244,823,164 14,831,836 98.8 88.3

営 業 外 費 用 170,126,000 165,059,600 5,066,400 97.0 11.7

予 備 費 507,000 0 507,000 0.0 0.0
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◎  事業収益

本年度の事業収益決算額は，１,３９１,１６３,４９７円で，営業収益が１,２８９,０４１,

７２０円（うち仮受消費税６１,３３０,８９４円），営業外収益が１０２,１２１,７７７円

（うち仮受消費税１,０８５,６４４円）である。

営業収益は，前年度に比較して５９,０８７,４２８円（４.４％）の減少である。主な収益は，

給水収益である。

営業外収益は，前年度に比較して１,９９９,７７１円（２.０％）の増加である。主な収益は，

他会計負担金及び他会計補助金である。

◎  事業費用

本年度の事業費用決算額は，１,４０９,８８２,７６４円で，営業費用が１,２４４,８２３,

１６４円（うち仮払消費税３４,４６１,１８１円），営業外費用が１６５,０５９,６００円

（うち仮払消費税１０４,２４８円），予備費が０円である。

営業費用は，前年度に比較して１３,３４６,１９９円（１.１％）の減少である。主な費用は配

水及び給水費，総係費及び減価償却費である。

営業外費用は，前年度に比較して７,４２２,３２２円（４.７％）の増加である。主な費用は支

払利息である。

（２）資本的収入及び支出

　【収　入】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(仮受消費税込) 

　　

区　　　分 予 算 現 額
構 成
比 率 決 算 額

構 成
比 率

予算現額に

対する比率

予算現額に

対する増減
　 円 ％ 円 ％ ％ 円

資  本  的  収  入 21,700,000 100.0 6,806,500 100.0 31.4 △14,893,500

　 負 担 金 21,700,000 100.0 6,806,500 100.0 31.4 △14,893,500

 

　【支　出】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　（仮払消費税込）

　

区　　　分 予算現額
構 成
比 率 決 算 額

構 成
比 率

予算現額に
対する比率

翌 年 度
繰 越 額 不 用 額

　 円 ％ 円 ％ ％ 円 円

資  本  的  支  出 547,088,000 100.0 528,942,151 100.0 96.7 13,840,000 4,305,849
　 建 設 改 良 費 95,794,000 17.5 79,348,815 15.0 82.8 13,840,000 2,605,185

企 業 債 償 還 金 449,594,000 82.2 449,593,336 85.0 100.0 0 664

予 備 費 1,700,000 0.3 0 0.0 0.0 0 1,700,000
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◎　資本的収入

資本的収入の決算額は，６,８０６,５００円で，予算現額２１,７００,０００円に対し３１.

４％の収入率である。内訳は，負担金６,８０６,５００円である。

◎　資本的支出

資本的支出の決算額は，５２８,９４２,１５１円（うち仮払消費税３,７７８,５１５円）で

予算現額５４７,０８８,０００円に対し，９６.７％の執行率である。内訳は，建設改良費７９,

３４８,８１５円，企業債償還金４４９,５９３,３３６円，予備費０円である。

建設改良費の主なものは，相野谷浄水場急速ろ過機改修工事，西部浄水場１系急速ろ過機改

修Ⅱ期工事，坂手配水場№１・№４配水ポンプオーバーホール及びモーター更新工事，土浦坂

東線改良に伴う美妻橋東側本管切回し工事，西部浄水場ろ過機バルブ更新工事，相野谷浄水場

県水受水槽水位計更新工事等の設備拡張費５５,３８８,４４５円である。

資本的収入額が資本的支出額に不足する５２２,１３５,６５１円は，過年度損益勘定留保資

金と当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補てんされている。

２　損益計算書

収益面（別表１）では，前年度１,３８２,４２１,５５８円であったのに対し，本年度は１,

３２８,０２７,６４１円で，５４,３９３,９１７円（３.９％）の減少である。この内，収益の

大部分を占める給水収益は，前年度１,２４５,８２１,３０１円に対し，本年度は１,１９２,８

４６,３４６円で，５２,９７４,９５５円（４.３％）の減少となっている。

費用面（別表１）では，前年度１,３６６,１０２,７１０円であったのに対し，本年度は１,

３５０,２０１,３０４円で，１５,９０１,４０６円（１.２％）の減少である。主なものは，配

水及び給水費６４４,８６８,３１８円，減価償却費４３０,６２１,４９６円，支払利息１３７,

７５４,２６９円である。また，雑支出のうち，１,４６６,４２９円が不納欠損処分金である。

費用を人件費と物件費（別表２）についてみると，人件費については，前年度８９,８１９,

３６０円であったのに対し，本年度は８２,３９９,０３０円で，７,４２０,３３０円（８.

３％）減少している。物件費等については，前年度１,２７６,２８３,３５０円であったのに対

し，本年度は１,２６７,８０２,２７４円で８,４８１,０７６円（０.７％）減少している。

収益総合計から費用総合計を差し引いた額はマイナスとなり，その額２２,１７３,６６３円

が当年度純損失となる。

　

３  剰余金計算書

　　利益剰余金の部では，前年度未処理欠損金が２０６,６６６,４０２円で，当年度純損失２２,

１７３,６６３円を加えると当年度未処理欠損金は２２８,８４０,０６５円となる。

　　資本剰余金の部では，工事負担金で６,４８２,３８１円の増加があった。よって，前年度の繰

越資本剰余金に増加した額を加えると，本年度の繰越資本剰余金は７,５６１,１０３,３０８円

となる。
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４  貸借対照表（別表３）

　　本年度の資産合計は１８,１０８,１６２,９８８円となり，その大部分は構築物，機械及び装

置等の有形固定資産である。

　　また，この資産は，企業債６,３２３,７７８,５５５円の借入資本金と出資金等４,２４０,２

５５,０１５円の自己資本金により大部分が調達されている。

　　なお，年度末における資金繰りは，７２９,５７０,２９８円の現金預金を保有している。

５　事業の実績

（１）業務実績（別表４）

本年度の業務実績は，年度末の給水件数１８,２１８件，給水人口５６,６５８人となり，

前年度に比較して給水件数で２３０件（１.３％），給水人口で１７６人（０.３％）増加し

た。

また，年間配水量は５,６２４,３６３㎥で，前年度に比較して２,５７３㎥（０.０％）減

少した。この配水量のうち料金対象の有収水量は５,２７３,５４２㎥で，前年度に比較して１

７１,９１６㎥（３.２％）減少した。

（２）経営実績（別表５）

　本年度の経営実績は，施設利用率は７０.２％で前年度を０.２ポイント下回り，有収率に

ついても９３.８％で前年度を３.０ポイント下回っている。

なお，給水原価及び供給単価については，給水原価が２５６円３銭，供給単価が２２６円

１９銭となり，前年度は２２円９銭原価を割っての給水であったが，本年度は２９円８４銭

原価を割っての給水である。

（３）財務状態（別表６）

　本年度の財務状態は，固定資産構成比率は９５.６％で前年度を１.６ポイント上回り，資

本構成比率は９９.４％で前年度を１.２ポイント上回り，固定資産対長期資本比率は９６.

１％で前年度を０.５ポイント上回っている。

また，収益率では，経常収支比率は９８.４％で前年度を２.８ポイント下回り，営業収支

比率は１０１.４％で前年度を３.５ポイント下回っている。
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６　むすび

　　以上が，平成２３年度常総市水道事業の決算審査の概要である。

　　本年度は，相野谷浄水場急速ろ過機改修工事，西部浄水場１系急速ろ過機改修Ⅱ期工事，坂

手配水場№１・№４配水ポンプオーバーホール及びモーター更新工事，土浦坂東線改良に伴う

美妻橋東側本管切回し工事，西部浄水場ろ過機バルブ更新工事，相野谷浄水場県水受水槽水位

計更新工事などを実施した。

　　本年度の業務状況は，給水件数が２３０件増加の１８,２１８件，給水人口が１７６人増加の

５６,６５８人となっている。

　　年間配水量は５,６２４,３６３㎥で，前年度に比較して２,５７３㎥（０.０％）の減少，年

間有収水量は５,２７３,５４２㎥で，前年度に比較して１７１,９１６㎥（３.２％）の減少と

配水量，有収水量とも減少している。有収率は３.０ポイント下回って９３.８％であった。本年

の有収率の減少は，東日本大震災により漏水が多数発生したことが影響していると思われる。

経営面においては，営業収益は，前年度に比較して有収水量の減少等により，前年度に比較

して５６,２７４,０３５円（４.４％）減少の１,２２７,７１０,８２６円となり，営業外収益

では，雑収益等の増加により，前年度に比較して１,８８０,１１８円（１.９％）増加の１０

０,３１６,８１５円となったが，収益全体では，５４,３９３,９１７円（３.９％）減少の１,

３２８,０２７,６４１円となっている。一方営業費用は，総係費，資産減耗費が増加し，配水及

び給水費，減価償却費の減少により，前年度に比較して１３,１９０,９７５円（１.１％）減少

の１,２１０,３６１,９８３円となり，営業外費用では，支払利息の減少により，前年度に比較

して２,７１０,４３１円（１.９％）減少の１３９,８３９,３２１円となり，費用全体では，１

５,９０１,４０６円（１.２％）減少の１,３５０,２０１,３０４円となっている。従って営業収

支については，前年度６０,４３１,９０３円の利益に対し，本年度は１７,３４８,８４３円の

利益となっている。営業外収支については，前年度４４,１１３,０５５円の損失に対し，本年度

も３９,５２２,５０６円の損失となっている。この結果，総収支においては，前年度が１６,３

１８,８４８円の純利益に対し，本年度は２２,１７３,６６３円の純損失となり，前年度繰越欠

損金２０６,６６６,４０２円を加えると本年度未処理欠損金は２２８,８４０,０６５円となっ

た。

　　また，有収水量１㎥当りの収益（供給単価）と費用（給水原価）を比較すると本年度は，供

給単価２２６円１９銭に対し，給水原価は２５６円３銭で１㎥当り２９円８４銭の販売損失を

生じている。年間有収水量で見てみると５,２７３,５４２㎥であるので１５７,３６２,４９３円

の損失である。“いわゆる逆ザヤ現象”については解消されず，経営安定を図るためには，この

供給単価と給水単価における損失を無くすことが課題である。

　　水道を取り巻く情勢は，節水意識の浸透及び景気の停滞による消費や企業活動の低迷により

水需要の大幅な増加を期待することは厳しい状況である。このような状況のなか，収益の確保，

経費の節減及び業務の合理化に努められているが，更に計画的，効率的な運用と有収率の向上

を心がけ，経営の合理化と健全な事業経営の確立を図られたい。また，当市における水道の普及

率が８８.１％であることから，更なる普及率の向上を目指して積極的に加入促進に取り組まれ

たい。

　　水道は，市民生活に不可欠で最も重要なライフラインである。将来にわたり良質な水の安定供

給を行い，災害対策の強化にも配慮しながら，長期的な経営の安定が確保されることを要望す

るものである。
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別表　１

損　益　計　算　書　構　成　比　率　等　比　較　表

借　　　　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　目
金        額 比較増減 構成比率

科　　目
金        額 比較増減 構成比率

金     額 率 金     額 率

円 円 円 ％ ％ ％ 円 円 円 ％ ％ ％

配水及び給水費 644,868,318 653,488,132 △ 8,619,814 △ 1.3 47.7 47.9 給水収益 1,192,846,346 1,245,821,301 △ 52,974,955 △ 4.3 89.8 90.1

受託工事費 0 0 0 0 0.0 0.0 受託工事収益 0 198,846 △ 198,846 皆減 0.0 0.0

総係費 133,160,381 132,702,392 457,989 0.3 9.9 9.7 その他の営業収益 34,864,480 37,964,714 △ 3,100,234 △ 8.2 2.6 2.7

減価償却費 430,621,496 436,094,572 △ 5,473,076 △ 1.3 31.9 31.9 受取利息 267,962 712,649 △ 444,687 △ 62.4 0.1 0.1

資産減耗費 1,711,788 1,267,862 443,926 35.0 0.1 0.1 他会計負担金 28,335,682 28,324,648 11,034 0.0 2.1 2.1

支払利息 137,754,269 140,699,434 △ 2,945,165 △ 2.1 10.2 10.3 他会計補助金 50,000,000 50,000,000 0 0.0 3.8 3.6

雑支出 2,085,052 1,850,318 234,734 12.7 0.2 0.1 雑収益 21,713,171 19,399,400 2,313,771 11.9 1.6 1.4

特別損失 0 0 0 0 0.0 0.0 （収益計） 1,328,027,641 1,382,421,558 △ 54,393,917 △ 3.9 100.0 100.0

（費用計） 1,350,201,304 1,366,102,710 △ 15,901,406 △ 1.2 100.0 100.0 　

当期純利益 16,318,848 △ 16,318,848 皆減 当期純損失 22,173,663 22,173,663 皆増

合　　　計 1,350,201,304 1,382,421,558 △ 32,220,254 △ 2.3 　 合　　　　計 1,350,201,304 1,382,421,558 △ 32,220,254 △ 2.3

 

23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度
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別表　２

費　　用　　使　　途　　別　　比　　較　　表

科　　目

人        件        費 物件費及びその他の経費 合　　　　　　計

金       額

増減率

構 成 比 率 金          額

増減率

構  成  比  率 金          額

増減率

構  成  比  率

円 円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ ％

配水及び給水費 39,790,998 47,514,439 △ 16.3 2.9 3.5 605,077,320 605,973,693 △ 0.1 44.8 44.4 644,868,318 653,488,132 △ 1.3 47.7 47.9

受託工事費 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0

総係費 42,608,032 42,304,921 0.7 3.2 3.1 90,552,349 90,397,471 0.2 6.7 6.6 133,160,381 132,702,392 0.3 9.9 9.7

減価償却費 0 0 0 0.0 0.0 430,621,496 436,094,572 △ 1.3 31.9 31.9 430,621,496 436,094,572 △ 1.3 31.9 31.9

資産減耗費 0 0 0 0.0 0.0 1,711,788 1,267,862 35.0 0.1 0.1 1,711,788 1,267,862 35.0 0.1 0.1

その他の営業費用 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0

支払利息 0 0 0 0.0 0.0 137,754,269 140,699,434 △ 2.1 10.2 10.3 137,754,269 140,699,434 △ 2.1 10.2 10.3

雑支出 0 0 0 0.0 0.0 2,085,052 1,850,318 12.7 0.2 0.1 2,085,052 1,850,318 12.7 0.2 0.1

特別損失 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0

費　用　合　計 82,399,030 89,819,360 △ 8.3 6.1 6.6 1,267,802,274 1,276,283,350 △ 0.7 93.9 93.4 1,350,201,304 1,366,102,710 △ 1.2 100.0 100.0

23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度
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別表　３

貸　　　借　　　対　　　照　　　表　　　構　　　成　　　比　　　率　　　等　　　比　　　較　　　表

借　　　　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　　　　方

科     　　目
金            額 比   較   増   減 構   成   比   率

科　　     目
金            額 比   較   増   減 構   成   比   率

金額 率 金     額 率

円 円 円 ％ ％ ％ 円 円 円 ％ ％ ％

【固　定　資　産】 17,310,531,549 17,667,294,533 △ 356,762,984 △ 2.0 95.6 94.0 【固　定　負　債】 23,534,000 23,534,000 0 0 0.1 0.1

　（有形固定資産） 17,309,623,020 17,666,386,004 △ 356,762,984 △ 2.0 95.6 94.0 　（引　当　金） 23,534,000 23,534,000 0 0 0.1 0.1

イ 土地 543,950,160 543,950,160 0 0 3.0 2.9 【流　動　負　債】 92,976,107 324,233,441 △ 231,257,334 △ 71.3 0.5 1.7

ロ 建物 584,907,276 517,496,528 67,410,748 13.0 3.2 2.8 　（未　払　金） 68,823,821 285,858,365 △ 217,034,544 △ 75.9 0.4 1.5

ハ 構築物 14,043,732,702 14,271,118,689 △ 227,385,987 △ 1.6 77.5 75.9 　（前　受　金） 0 0 0 0 0 0

ニ 機械及び装置 2,004,475,171 1,870,133,036 134,342,135 7.2 11.1 9.9 　（一時借入金） 0 0 0 0 0 0

ホ 車両及び運搬具 3,927,660 4,013,410 △ 85,750 △ 2.1 0.0 0.0 　（その他流動負債） 24,152,286 38,375,076 △ 14,222,790 △ 37.1 0.1 0.2

ヘ 工具器具及び備品 10,644,681 11,448,681 △ 804,000 △ 7.0 0.1 0.1 【資　本　金】 10,564,033,570 11,013,626,906 △ 449,593,336 △ 4.1 58.4 58.6

ト 建設仮勘定 117,985,370 448,225,500 △ 330,240,130 △ 73.7 0.7 2.4 　（自己資本金） 4,240,255,015 4,240,255,015 0 0 23.4 22.6

　（無形固定資産） 908,529 908,529 0 0 0.0 0.0 　（借入資本金） 6,323,778,555 6,773,371,891 △ 449,593,336 △ 6.6 35.0 36.0

イ 電話加入権 908,529 908,529 0 0 0.0 0.0 イ 企業債 6,323,778,555 6,773,371,891 △ 449,593,336 △ 6.6 35.0 36.0

【流　動　資　産】 797,631,439 1,137,410,407 △ 339,778,968 △ 29.9 4.4 6.0 【剰　余　金】 7,427,619,311 7,443,310,593 △ 15,691,282 △ 0.2 41.0 39.6

　（現　金　預　金） 729,570,298 1,064,853,592 △ 335,283,294 △ 31.5 4.0 5.6 　（資本剰余金） 7,561,103,308 7,554,620,927 6,482,381 0.1 41.7 40.2

　（未　　収　　金） 68,061,141 70,036,815 △ 1,975,674 △ 2.8 0.4 0.4 イ 受贈財産評価額 96,818,930 96,818,930 0 0 0.5 0.5

　（前　　払　　金） 0 2,520,000 △ 2,520,000 皆減 0.0 0.0 ロ 工事負担金 2,917,196,875 2,910,714,494 6,482,381 0.2 16.1 15.5

　（その他の流動資産） 0 0 0 0 0.0 0.0 ハ 国庫補助金 4,277,185,552 4,277,185,552 0 0 23.6 22.8

ニ 県補助金 269,901,951 269,901,951 0 0 1.5 1.4

　（利益剰余金） △ 133,483,997 △ 111,310,334 △ 22,173,663 19.9 △ 0.7 △ 0.6

イ 減債積立金 0 0 0 0 0.0 0

ロ 利益積立金 0 0 0 0 0.0 0

　 ハ 建設改良積立金 95,356,068 95,356,068 0 0 0.5 0.5

ニ △ 228,840,065 △ 206,666,402 △ 22,173,663 10.7 △ 1.2 △ 1.1

資　産　合　計 18,108,162,988 18,804,704,940 △ 696,541,952 △ 3.7 100.0 100.0 負債・資本合計 18,108,162,988 18,804,704,940 △ 696,541,952 △ 3.7 100.0 100.0

23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度

当年度未処分
利益剰余金・
未処理欠損金
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別表　４

業　　　務　　　実　　　績　　　表

項　　　目 単位 備　　             　　　考

%

計画給水人口 人 62,000 62,000 0 100.0

現在給水人口 人 56,658 56,482 176 100.3

給水件数 件 18,218 17,988 230 101.3

配水量 ㎥ 5,624,363 5,626,936 △ 2,573 100.0

有収水量 ㎥ 5,273,542 5,445,458 △ 171,916 96.8

有収率 ％ 93.8 96.8 △ 3.0 96.9

給水原価 円 256.03 250.87 5.16 102.1

供給単価 円 226.19 228.78 △ 2.59 98.9

職員数 人 10 11 △ 1 90.9

※　比率は，小数点以下第２位を四捨五入し第１位までとしたもの。

23年度 22年度 前年度との
比較増減

前年度に
対する比率

有収水量 5,273,542
×１００

配水量 5,624,363

費用合計 1,350,201,304－ 受託工事費 0
有収水量 5,273,542

給水収益 1,192,846,346
有収水量 5,273,542
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別表　５

経　　　営　　　分　　　析　　　表

項          目 算   出   基   礎
基  礎  数  値 比  率 基  礎  数  値 比  率

負荷率 （％）
１日平均配水量 15,367

85.5
15,416

88.4
１日最大配水量 17,967 17,444

施設利用率 （％）
１日平均配水量 15,367

70.2
15,416

70.4
１日配水能力 21,900 21,900

最大稼働率 （％）
１日最大配水量 17,967

82.0
17,444

79.7
１日配水能力 21,900 21,900

有収率 （％）
年間総有収水量 5,273,542

93.8
5,445,458

96.8
年間総配水量 5,624,363 5,626,936

配水管使用効率 （㎥　／ｍ）
年間総配水量 5,624,363

9.0
5,626,936

9.0
導送配水管延長 621,990 621,990

固定資産使用効率 （㎥／千円）
年間総配水量 5,624,363

0.3
5,626,936

0.3
有形固定資産 17,309,623 　 17,666,386

供給単価 （円／㎥）
給　水　収　益 1,192,846,346

226.19
1,245,821,301

228.78
年間総有収水量 5,273,542 5,445,458

給水原価 （円／㎥）
費用合計－受託工事費 1,350,201,304

256.03
1,366,102,710

250.87
年間総有収水量 5,273,542 5,445,458

職員１人当り給水人口 （人）
現在給水人口 56,658

5,666
56,482

5,135
損益勘定所属職員 10 11

職員１人当り給水量 （㎥）
年間総有収水量 5,273,542

527,354
5,445,458

495,042
損益勘定所属職員 10 11

職員１人当り営業収益 （千円）
営　業　収　益 1,227,711

122,771
1,283,985

116,726
損益勘定所属職員 10 11

23年度 22年度

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００
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別表６

財     務     分     析     表     

項               目 算     出     基     礎

％ ％

固定資産構成比率
固定資産 17,310,531,549

95.6
17,667,294,533

94.0
総資産 18,108,162,988 18,804,704,940

流動資産構成比率
流動資産 797,631,439

4.4
1,137,410,407

6.0
総資産 18,108,162,988 18,804,704,940

自己資本構成比率
自己資本金＋剰余金 11,667,874,326

64.4
11,683,565,608

62.1
負債・資本合計 18,108,162,988 18,804,704,940

自己資本金構成比率
自己資本金 4,240,255,015

23.4
4,240,255,015

22.5
負債・資本合計 18,108,162,988 18,804,704,940

資本構成比率
資本合計 17,991,652,881

99.4
18,456,937,499

98.2
負債・資本合計 18,108,162,988 18,804,704,940

固定比率
固定資産 17,310,531,549

148.4
17,667,294,533

151.2
自己資本金＋剰余金 11,667,874,326 11,683,565,608

固定資産対長期資本比率
固定資産 17,310,531,549

96.1
17,667,294,533

95.6
固定負債＋資本合計 18,015,186,881 18,480,471,499

流動比率
流動資産 797,631,439

857.9
1,137,410,407

350.8
流動負債 92,976,107 324,233,441

経常収支比率
経常収益 1,328,027,641

98.4
1,382,421,558

101.2
経常費用 1,350,201,304 1,366,102,710

営業収支比率
営業収益 1,227,710,826

101.4
1,283,984,861

104.9
営業費用 1,210,361,983 1,223,552,958

23年度 22年度

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００

×１００ ×１００ ×１００


